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Ⅰ 点検・評価制度とは 

１ 点検・評価の目的 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条の規

定により行うもので、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民へ説明責任を果た

すことを目的とするものです。 

 

《参考》 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）」 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任され

た事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務

を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書

を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見

の活用を図るものとする。 

 

２ 点検・評価の方法 

（１） 教育委員会自らが点検・評価を実施し、施策別評価書を作成しました。この施策評価

書の各施策について教育に関し学識経験等を有する外部の方々から、ご評価をいただく

とともに、ご意見、ご助言をいただきました。 

教育委員会点検評価（ＰＤＣＡサイクル）(注 1) 

・施策評価（教育委員会による自己評価） 

・学識経験者による評価・助言 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  (２) 点検・評価の結果を報告書にまとめ、議会に提出するとともに、ホームページで公表

します。 

 Ｐｌａｎ（計画） 

年度ごとの事業計画の作成 

 

事業の見直しや改善方法の検討 

Ａｃｔｉｏｎ（改善）  Ｄｏ（実施） 

 
計画に基づく事業の実施 

 Ｃｈｅｃｋ（点検評価） 

事 業 の 点 検 ・ 評 価

・ひょう 
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３ 報告書の作成にあたって 

廿日市市教育委員会では平成２８年３月に「第２期廿日市市教育振興基本計画」（以下「振

興基本計画」という。）を策定しました。 

この振興基本計画は、まちづくりの指針である「第６次廿日市市総合計画」（以下「総合

計画」という。）の施策の体系に基づいて、めざすべき教育の姿や教育委員会が実施する具

体的な施策などについて、教育の視点から整理したもので、そのねらいは、総合計画と整

合性を図り、総合計画に描かれたまちづくりをより推進していこうとするものです。 

振興基本計画に基づいた施策の進捗管理においても事務事業の点検・評価を活用するた

め、計画の施策体系に沿って実施しました。 

 

４ 学識経験者 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条２項の規定では、点検・評価の実施

に当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとされています。 

客観性を確保するとともに、効果的な点検・評価となるよう、教育に関する学識経験者

から意見をいただきました。 

広島工業大学 情報学部知的情報システム学科 教授 竹野英敏 

専門分野：教育工学、教科教育学 

   元廿日市市立大野西小学校長            正留律雄 

 

 ５ 施策別評価 

   施策別評価では、実施した施策や事業ごとに評価・改善策をまとめています。 

  (１) 振興基本計画に沿って具体的施策の策定をし、現状と課題、事業の目的を設定してい

ます。 

  (２) 目的の達成にむけて施策の展開・事業の実施をします。 

  (３) 成果と課題を検証し、施策についての自己評価を記載しています。 

  (４) 施策を進めていくに当っての今後の課題と取り組み方針について記載しています。 

  (５) 学識経験者からの評価と意見をいただいています。 

 

６ 評価の区分 

「取組内容」、「成果と課題」、「今後の対応」及び「指標の達成状況」等を総合的に判断

し、下記の３つの区分にて内部評価及び外部評価を行いました。 

 

「Ａ」…施策の目的実現に向けて、目標以上の成果は達成されている。 

「Ｂ」…施策の目的実現に向けて、目標は概ね達成されている。 

「Ｃ」…施策の目的実現に向けて、目標とする達成状況は低かった。 
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７ 廿日市市教育振興基本計画における施策体系図 
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   基本理念 

１ 社会のニーズに応じた 

教育の推進 

２ 子ども達の状況に応じ 

た教育や心の教育の推進 

６ 学校教育環境の充実 

３ 家庭・地域と学校が協働して創造性 

豊かな子どもを育てる教育の推進 

５ 魅力ある郷土の歴史や文 

化の学習と次世代への継承 

４ まちづくり活動に誰もが 

参画しやすい環境づくり 

７ 世界にはばたく人材の育

成 

基 本 目 標 施 策 の 柱 
主 な 取 組 

 

 

基本目標１ 

｢ふるさと廿日市｣に愛着と誇りを

もち、社会を生き抜く力を育む学

校教育の充実 

 基本目標２ 

 自ら学び、学びにより人と人

とがつながり、まちづくりに

寄与する教育の推進 

 

 

基本目標３ 

受け継がれてきた歴史や文化

の継承とふるさとに愛着と誇

りをもつ心の育成 

りをもつ心の育成 

 

 

 １-(１)確かな学力を育む教育の推進  

１-(２)健やかな体の育成 

１-(３)ＩＣＴを活用した教育の推進  

１-(４)国際教育の充実 

１-(５)自然体験学習の推進 

１-(６)教職員の指導力向上 

 
２-(１)心の教育の充実 

２-(２)子どもが安心して通える学校づくりの推進  

２-(３)子育てサポート体制の充実 

２-(４)児童生徒の自主的な活動の推進 

２-(５)文化・スポーツを通じた青少年の健全育成  

 

 

 

３-(１)地域による学校支援 

３-(２)家庭・地域との連携による青少年の健全育成 

 

４-(１)協働によるまちづくりの推進  

４-(２)生涯にわたる学びの推進  

 ５-(１)ふるさと学習の推進 

５-(２)文化財の保存・継承 

 

 ６-(１)安全な教育環境の確保  

６-(２)教育体制の充実 

６-(３)学校給食施設の再編整備  

 ７-(１)人生を豊かにする文化芸術活動の推進  

７-(２)豊かな心・健やかな体を育むスポーツ活動の推進  

 

学校教育の充実 

社会教育の充実 

郷土の歴史や文化の継承 

一人ひとりの学びを支え、時

代のニーズに応じた教育環

境の整備 

基本目標４ 教育環境の整備 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況 

１ 教育委員の選任状況 

《教育委員会委員一覧》 

職 名 名 前 任 期 備 考 

教育長 奥 典道 H27. 4. 1～H30. 3.31 ２期目 

教育長職務代理者 山川 肖美 H28.12.24～H32.12.23 ３期目（保護者） 

委 員 澁谷 憲和 H28.12.24～H32.12.23 ３期目 

委 員 山下 芳樹 H27. 3.11～H31. 3.10 ２期目 

委 員 山田 恭子 H29. 6.26～H33. 6.25 ２期目 

委 員 松本 良子 H29.12.25～H33.12.24 １期目（保護者） 

※ 平成３０年３月３１日現在 

※ 教育委員の任期は４年 

※ 教育長の任期は３年 

 

２ 教育委員会会議 

会議は、毎月１回の定例会のほか、必要に応じて臨時会を開催し、教育行政の実施に関

する事項の審議を次のとおり行いました。 

会議は原則公開で行いました。市民への積極的な情報提供を行うため、会議を傍聴でき

ることや会議の日時、場所のホームページへの掲載などを引き続き行います。 

 

４月定例会（平成２９年４月１４日） 

区 分 件 名 

報告事項 

 

専決処分（注 2）につき承認を求めることについて 

○廿日市市教育委員会事務局等の組織に関する規則の一部を改正する規則 

○人事異動及び人事記録に関する規程の一部を改正する訓令 

○廿日市市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令 

○学校その他の教育機関の長に対する事務委任規程の一部を改正する訓令 

○廿日市市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規程の一部を 

改正する訓令 

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について ２件 

○教育委員会の権限に属する事務の補助執行について 

○廿日市市社会体育施設管理運営規則の一部を改正する規則 

○廿日市市スポーツセンター等管理運営規則の一部を改正する規則 

○廿日市市大野体育館等管理規則の一部を改正する規則 

○宮島歴史民俗資料館協議会委員の委嘱について 

審議事項 廿日市市教育支援委員会委員の委嘱について 

その他 平成２９年度廿日市市内研究指定校等一覧について 
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５月定例会（平成２９年５月１２日） 

区 分 件 名 

審議事項 平成３０年度に廿日市市立学校で使用する教科用図書の採択方針について 

廿日市市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

その他 平成２９年度「命の大切さについて考える日」の取組について 

平成２９年度幼稚園、小・中学校の行事日程について 

東京オリンピック・パラリンピックのホストタウンに向けたメキシコオリン

ピック委員会の視察について 

 

６月定例会（平成２９年６月２日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○廿日市市教育委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の一部を改正

する規則 

審議事項 廿日市市スポーツ推進委員の委嘱について 

はつかいち市民図書館協議会委員の任命について 

その他 平成３０年度に使用する教科用図書採択事務の進捗状況について 

平成２９年度「命の大切さについて考える日」の取組について 

生徒会サミットについて 

 

７月定例会（平成２９年７月７日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○平成２９年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出すること

について 

○市議会の議決を求めることについて（大野東市民センター新築工事請負契

約の締結について） 

審議事項 廿日市市スポーツ推進審議会委員の任命について 

請願 ２０１８年度使用小学校道徳教科書の採択に関する請願について 

その他 平成２９年度ＩＣＴ(注３)機器整備対象校について 

第１回いじめ防止対策委員会について 

第１回学びの変革推進協議会について 

スポーツ推進計画（第２期スポーツ振興計画）策定について 
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８月定例会（平成２９年８月１８日） 

区 分 件 名 

審議事項 平成３０年度に廿日市市立小学校で使用する教科用図書の採択について 

平成３０年度に廿日市市立小・中学校特別支援学級で使用する教科用図書の 

採択について 

その他 平成２９年度研究公開一覧について 

指定管理者制度による市民センターの運営について 

 

９月定例会（平成２９年９月１日） 

区 分 件 名 

その他 教育委員会の事務の点検及び評価の報告書について 

平成２９年度全国学力・学習状況調査及び「基礎・基本」定着状況調査につ

いて 

平成２９年度生徒会サミットについて 

２０２０東京オリンピックのメキシコ選手団事前合宿の受け入れについて 

宮島歴史民俗資料館の現状と課題について 

意見交換 学校現場における業務の適正化に向けて 

 

１０月定例会（平成２９年１０月６日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○市議会の議決を求めることについて（阿品台中学校屋内運動場大規模改修 

工事請負契約の締結について） 

○平成２８年度決算案に係る教育に関する決算を市議会に提出することにつ 

いて 

審議事項 教育委員会の事務の点検及び評価の結果に関する報告書について 

廿日市市スポーツ推進委員の委嘱について 

その他 学力調査の結果に係る今後の取組について 

アセスの分析について 

第２７回廿日市市生涯学習フェスティバルについて 

これからの宮島歴史民族資料館のあり方について（提言） 

「メキシコ地震災害義援金箱の設置」及び「メキシコオリンピックチーム協

議役員視察日程の決定」について 
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１１月定例会（平成２９年１１月１０日） 

区 分 件 名 

その他 平成３０年度当初予算編成方針について 

廿日市市中学校「夢・つながり」合唱祭の実施について 

「廿日市おすすめの本２０１冊」について 

メキシコオリンピック空手競技役員視察について 

意見交換 今後の食育の推進について 

 

１２月定例会（平成２９年１２月１日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○平成２９年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出すること 

について 

○市議会の議決を求めることについて（特別職の職員等の給与、旅費及び費 

用弁償に関する条例の一部を改正する条例） 

○市議会の議決を求めることについて（廿日市市市民センター条例の一部を 

改正する条例） 

○公の施設の指定管理者の指定について（佐方市民センター） 

○公の施設の指定管理者の指定について（串戸市民センター） 

○廿日市市立小中学校長の任免に係る内申 

その他 平成３０年度当初予算要求状況について 

平成２９年度広島県児童生徒の体力・運動能力調査結果について 

平成２８年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査結果に 

ついて 

平成２９年度廿日市市いじめ防止対策委員会（第２回）について 

いじめ防止対策推進法にかかる重大事態の結果について 

メキシコオリンピックチーム柔道役員視察の報告及び事前合宿日程の決定に

ついて 

 

１月定例会（平成３０年１月１２日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○技術員の給与に関する規程の一部を改正する訓令 

審議事項 廿日市市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

その他 平成３０年度教育委員会会議の日程について 

平成３０年度学校教育の取組について 

平成２９年度廿日市市いじめ問題対策連絡協議会の報告について 

平成２９年度卒業式について 
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２月定例会（平成３０年２月２日） 

区 分 件 名 

審議事項 廿日市市伝統的建造物群保存地区保存審議会の委員の委嘱について 

その他 平成３０年度教育費主な政策的事業について 

平成３０年度教育費当初予算査定状況について 

トップアスリートふれあい事業について 

廿日市市伝統的建造物群保存地区について 

基隆市との交流について 

ふるさと学習発表会について 

メキシコ事前合宿受入のための廿日市市推進委員会設立について 

 

３月定例会（平成３０年３月９日） 

区 分 件 名 

報告事項 

 

専決処分につき承認を求めることについて 

○市議会の議決を求めることについて（廿日市市市民センター条例の一部を 

改正する条例） 

○市議会の議決を求めることについて（廿日市市立学校給食センター設置条 

例の一部を改正する条例） 

○平成２９年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出すること 

について 

○平成３０年度予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することにつ 

いて 

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について ２件 

○廿日市市立小中学校長の任免に係る内申について 

審議事項 廿日市市文化財保護審議委員の委嘱について 

その他 教育支援委員会で審議した児童生徒の就学について 

教職員の勤務状況について 

平成３０年度入学式について 

廿日市市いじめ防止対策委員会について 

いじめ防止対策推進法にかかる重大事態について 

※ 定例会 １２回 

※ 報告事項 ３１件、審議事項 １３件、請願 １件、その他 ４９件、意見交換２件 
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３ 教育委員の活動状況 

   国や県の動向について情報収集を行うとともに、今後の課題解決の参考とするため、各

種会議や研修会への参加、先進地の視察等を行いました。また、学校等の教育機関への訪

問や行事への出席を行い、各機関の状況把握に努めました。 

   今後も、引き続き、教育施設等への視察や意見交換会などを開催し、現場の状況や課題

の把握に努めるとともに、新たに設置された総合教育会議（注 4）を通じて市長とより緊密に

連携しながら教育行政を推進します。 

 

《総合教育会議》 

開催日 議 事 内 容 

平成 29年 12月 26日 
○2020東京オリンピックを契機とした人づくり・まちづくり 

○学校現場における業務の適正化に向けて 

平成 30年  3月 29日 ○平成 30年度の子育て・教育関連の主な事業について 

 

《会議、研修会等への参加》 

項  目 内  容 

平成 29年度広島県市町

教育長会議 

（教育長） 

○開催日：平成 29年 4月 12日 

平成 30年 1月 23日 

○開催地：広島市 

○内容：「平成 29年度県教育行政施策等について」「本県教育

施策の推進状況及び次年度の施策の方向性について」 

平成 29年度広島県都市

教育長会総会 

（教育長） 

 

 

 

○開催日：平成 29年 4月 24日 

○開催地：福山市 

○議事：決算予算関係、役員の選任 

○広島県教育委員会との意見交換 

「欠補解消に向けた取組の推進について」「新たな人事評価

制度について」「学校統合に対する支援について」等 

第 69回全国都市教育長

協議会定期総会並びに

研究大会奈良大会 

（教育長） 

○開催日：平成 29年 5月 18日、19日 

○開催地：奈良県奈良市 

○大会テーマ：「一人一人の可能性を最大限に伸ばす、次世代

の学校・地域の在り方」 

○議事：決算予算関係、宣言･決議、研究協議題について等 

○文部科学省講話、教育研究部会、分野別研究発表等 
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平成 29年度広島県市町

教育委員会連合会定期

総会 

（教育長） 

○開催日：平成 29年 5月 30日 

○開催地：広島市 

○議事：決算予算関係、規約の一部改正、役員の選出等 

○広島県教育委員会との意見交換項目 

「教職員の人員確保及び人材育成について」「特別支援学級

及び特別支援教育支援員の配置について」「公立高校入試に

係る事務の業務改善について」 

第 11回中国地区市町村

教育委員会連合会研修

大会 

（教育長、教育委員１

名） 

○開催日：平成 29年 7月 20日 

○開催地：東広島市 

○講話：文部科学省大臣官房審議官 白間竜一郎 

   「これからの教育改革～新学習指導要領を踏まえて～」 

○実践発表等 

平成 29年度広島県西部

教育事務所管内教育

長、部・課長等会議 

(教育長） 

○開催日：平成 29年 7月 26日、12月 20日 

○開催地：呉市 

○全体会：「平成 29年度学校訪問について」「服務規律の確保

について」「平成 29年度確定交渉結果について」等 

○教育長部会：「平成 29年度の教育施策目標等の実施状況につ

いて」「市町議会の動向にについて」「平成 29

年度市町教育委員会の教育施策等について」 

平成 29年度広島県都市

教育長会役員会 

（教育長） 

○開催日：平成 29年 8月 25日 

○開催地：福山市 

○議事：「平成 29 年度秋の総会について」「平成 30 年度広島

県教育委員会に対する要望事項について」「広島県教

育委員会との意見交換の項目について」「今後のあり

方について」 

平成 29年度広島県市町

教育委員会教育委員研

修会 

（教育委員１名） 

○開催日：平成 29年 10月 24日 

○開催地：広島市 

○講話：文部科学省初等中等教育局教育制度改革室長  

常盤木祐一 

   「これからの学校（教育）に求められるもの」 

○実践発表等 
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《学校及び教育施設》 

 教育委員による学校等の教育施設訪問を実施しています。これは教育委員が児童生徒の日頃

の様子を観察したり、教職員と直接対話したりすることで、学校の状況を把握し、今後の教育

施策に生かすことを目的としたものです。 

教育施設名 内容 

廿日市子育て支援センター 

訪問日 平成 29年 6月 2日  

教育委員 5名 

子育て支援センターの運営や取組についての説明を受

け、利用者から話を聞きました。 

廿日市小学校 

訪問日 平成 29年 10月 6日  

教育委員 3名 

学校の取組や普段の生徒の様子などについて説明を受

け、新たに導入した電子黒板を活用した授業等を参観

しました。 

 

  

 

 

《行事等への出席》 

項  目 参加委員数（教育長は除く。） 

廿日市市立小中学校教職員辞令交付式 7名 

入学式 小学校 3名（3校）、中学校 2名（2校） 

廿日市市平良市民センター耐震改修・リニュ

ーアル工事落成式 
3名 

運動会、体育祭 
小学校 6名（6校）、中学校 1名（1校）、

幼稚園 1名（1園） 

成人式 3名 

卒業式 小学校 3名（3校）、中学校 3名（3校） 

廿日市市立小中学校教職員退職辞令交付式 4名 
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Ⅲ  施策別評価について 

 

【趣旨】 

  第２期廿日市市教育振興基本計画の体系に掲げた４つの基本目標で構成する２２の施策ご

との評価を実施しました。 

 

【基本目標・施策】 

基本目標１ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実 

 １ 社会のニーズに応じた教育の推進 

  (1) 確かな学力を育む教育の推進 

  (2) 健やかな体の育成 

  (3) ＩＣＴを活用した教育の推進 

  (4) 国際教育の充実 

  (5) 自然体験学習の推進 

  (6) 教職員の指導力向上 

 ２ 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進 

  (1) 心の教育の充実 

  (2) 子どもが安心して通える学校づくりの推進 

  (3) 子育てサポート体制の充実 

  (4) 児童生徒の自主的な活動の推進 

  (5) 文化・スポーツを通じた青少年の健全育成 

基本目標２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進 

 ３ 家庭・地域と学校が協働して創造性豊かな子どもを育てる教育の推進 

  (1) 地域による学校支援 

  (2) 家庭・地域との連携による青少年の健全育成 

 ４ まちづくり活動に誰もが参画しやすい環境づくり 

  (1) 協働によるまちづくりの推進 

  (2) 生涯にわたる学びの推進 

基本目標３ 受け継がれてきた歴史や文化の継承とふるさとに愛着と誇りをもつ心の育成 

 ５ 魅力ある郷土の歴史や文化の学習と次世代への継承 

  (1) ふるさと学習の推進 

  (2) 文化財の保存・継承 

基本目標４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備 

 ６ 学校教育環境の充実 

  (1) 安全な教育環境の確保 

  (2) 教育体制の充実 

  (3) 学校給食施設の充実 

 ７ 世界にはばたく人材の育成 

  (1) 人生を豊かにする文化芸術活動の推進 

  (2) 豊かな心・健やかな体を育むスポーツ活動の推進 



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　学力の定着・向上

②　主体的な学びの推進

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

平成３０年度　施策別評価

学
識
経
験
者
の
意
見

外部評価

Ｃ

○努力されているが、目標値は高く実績値が低い。広島県の状況も参考に
して取り組んで欲しい。

施策名

指
標

担当課名 学校教育課

内部評価

Ｂ

（１）確かな学力を育む教育の推進

実績値

年度 目標年度（32年度）28年度

今
後
の
対
応

目標値（中）

実績値

目標値（小） 国60.0％　　算60.0％
国61.4％(61.8)算36.6％(38.5)

国60.0％　　数60.0％
国70.2％(65.1)数36.1％(31.8)

取
組
内
容

成
果
と
課
題

現
状
課
題

　知識ベースの学力は児童も生徒も概ね定着している。しかし、知識を活用した思考力・判断力・表現力を必
要とする学力の定着は十分と言えない。

指標の説明
60％以上正答した児童生徒の割合（全国学力・学習状況調査Ｂ問題）

※（　）の中の数値は県平均

・学力調査の結果を分析し、課題となる問題を明確にし、その課題を克服するためにその学習内容のある
単元をピックアップし、授業改善の指導を教職員に向けて行った。
・児童生徒の自己有用感を高め、主体的に学習を進めさせる授業改善のポイントを各校に提示し、それを
意識した授業改善の指導を教職員に向けて行った。

・学力調査は4月の実施であるため、平成29年度の実績は平成28年度の取組の結果である。
・A問題(注6）は中学校国語科以外は、前年度を上回っており、また数学科以外は85％以上
であったことから、取組に対する一定の成果が得られた。
・B問題(注7）については、数学科のみで前年度を上回る結果となった。
・算数・数学科では、方法や事実、理由を文章で表現させる問題が多く、何を、どのよう
に表現させるかという点で、指導方法に課題がある。
・「学びの変革」パイロット校事業の指定校4校では、授業を通して児童生徒の主体的に学
ぶ姿が見られる。

・「学びの変革」パイロット校事業(注5）の指定校4校を中心に、児童生徒の思考力や判断力、表現力を育
成するために児童生徒が主体的に学べる課題を設定し、個人で考えたことを少人数で交流し解決方法を考
えていく授業実践を行っている。平成29年度はこの4校の実践を廿日市市内の全小・中学校に広げていく
ために研修会を年間3回実施した。第2回の研修会では教務主任・研究主任の2名を参加させ、学校に戻っ
て還元しやすいよう工夫した。
・すべての学校で「課題発見・解決学習」の単元開発を冊子にまとめて市内に発信した。

基 本 目 標 １

施 策 の 柱

「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

社会のニーズに応じた教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

小・中学校の児童生徒

・児童生徒に知識・技能を確実に習得させ、自ら学び、考え、協働して課題を解
決する力を育成する。
・教職員がその資質をさらに高め、学校全体で思考力・判断力・表現力を育成す
る授業ができるよう、学校における組織的な授業力の向上を図る。

・特に算数・数学科においては、日々の授業の中で、方法や事実、理由を文章で表現させる場面を意図的・継
続的に設定させるとともに、「何を」「どのように」表現させるかについて市教委が具体的に指導していく。
・全教員が、各教科における「課題発見・解決学習」を１単元以上実施・改善するために、年3回の「学びの
変革」推進会議を軸に、「主体的な学び」を促す授業改善を推進する。
・研修会を複数回実施し、指定校4校の取組を参考に、全小中学校が主体的な学びを実現するための授業実践
を行えるようにする。
・「学力フォローアップ校事業」及び「学力推進地域」の指定校を中心に、学力に課題のある児童のつまずき
に応じた指導方法についての研究を行う。

66%

66%

31年度30年度29年度
国60.0％　算60.0％

国60.0％　数60.0％

国60.0％　　算60.0％

国60.0％　　数60.0％

国60.0％　　算60.0％
国55.8％(54.8)算34.8％(31.9)

国60.0％　　数60.0％
国79.6％(72.8)数36.1％(36.0)
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　食に関する指導の充実

②　運動時間を増やす取組の充実

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

学
識
経
験
者
の
意
見

○よく取り組まれている。今後も健やかな体の育成に向けて取組を推進し
て欲しい。

外部評価

115.8%

今
後
の
対
応

95%

①　栄養教諭や学校栄養職員の授業参加を計画することで、給食指導だけではなく、各教科・領域において
  も、食育に関わる内容について指導する機会を増やす。また、ひろしま給食100万食プロジェクトにおい
  ては、「廿日市市『ひろしま給食』だより」の作成・配付、イベントでの試食・レシピ配布等により、家
　庭・地域への啓発の工夫・充実を図る。

②　体育科や保健体育科での授業の充実と児童生徒が運動の楽しさや健康の大切さを実感できる取組の推進
　について、廿日市市教育研究会体育部・保健体育部と連携を図る。また、放課後の運動を勧める為に、児
　童館等との連携を行う。

　広島県児童生徒の体力・運動能力調査から導かれた各校の体力つくりに係る課題の解決を目指した改善
計画を作成し、各校のＨＰに掲載するとともに、改善計画に基く取組を全校で行った。

①・栄養教諭と学校栄養職員による会議をもち、廿日市市内の生産者と連携した献立づく
　りをし、学校給食での地産地消を推進することができた。
　・ひろしま給食100万食プロジェクトにおいては、児童生徒の総食数が本市目標５万食
　に対して5万7905食であった。
　・「廿日市市『ひろしま給食』だより」を作成し、家庭・地域へ配布することにより、
　廿日市産の食材や生産者の紹介や学校給食を中心とした食育の取組の発信を行った。

②・運動やスポーツを週3回以上実施している小学校5年生の割合は52.7％で広島県の
　46.5％を上回り、平成28年度よりも増加したが、全国の54.5％よりは下回った。
　・改善計画に基く取組を行った結果、「上体起こし」「立ち幅跳び」は、小学5年生
　及び中学2年生で、平成28年度より平均値が上回った。

年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標年度（32年度）

内部評価

Ｂ

学校教育課

現
状
課
題

　広島県児童生徒の体力・運動能力調査から、小学校では、「握力」と「ボール投げ」が全国平均値を下回っ
ている。また中学校では、これらに加え、「上体起こし」や「持久走」に課題が見られる。

目標値

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

　小・中学校の児童生徒、
　家庭、地域

・学校における食に関する指導を一層推進するとともに、家庭や地域における食
育が充実するよう学校給食センターを活用した取組を進める。
・運動の喜びを味あわせ、健やかな体を育成する。

指標の説明 ひろしま給食100万食プロジェクトでの目標5万食に対する合計食数の割合

平成３０年度　施策別評価

92%100%

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

実績値 45.6% 52.7%

施策名

　ひろしま給食100万食プロジェクト(注8）においては、市内栄養教諭と協議し、地場産物の生産者と連携
しながら、廿日市市オリジナルメニューを作成し、「ひろしま食育ウィーク」に、市内全小中学校へ配食
した。
　オリジナルメニューは家庭・地域へも情報提供し、協力を依頼した。
　主にひろしま給食100万食プロジェクトの取組についてまとめた「廿日市市『ひろしま給食』だより」
を作成し、家庭・地域へ配布した。

（２） 健やかな体の育成

90.5%

担当課名

Ａ

運動やスポーツを週に3日以上実施している児童の割合（小学5年生）（児童生徒の体力・運動能力調査[広島県]）

46% 47% 48% 49% 50%

取
組
内
容

成
果
と
課
題

指
標

実績値
指標の説明

目標値

98% 100%
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　分かりやすい授業のためのＩＣＴ化

②　ＩＣＴ活用能力の育成

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

学
識
経
験
者
の
意
見

○ＩＣＴ指導員等により情報共有を図ることができればさらに効果的であ
る。プッシュ型の情報共有を取り入れるなど、さらなる取組を期待する。

外部評価

Ｂ

今
後
の
対
応

・今年度すべての小中学校にＩＣＴ機器が整備されるため、市教委にＩＣＴ指導員を配置し、市教委との連絡
調整を行ったり、学校訪問で効果的な使用法を実践的に提供する機会を設けたりする。
・市教委主催でＩＣＴ活用教育推進研修を年２回開催し、効果的なＩＣＴ機器の活用方法について学習し、各
学校内で広め活用を促していく。
・電子黒板等の稼働率の高い学校の運用状況や具体的な活用内容を、稼働率が伸び悩んでいる学校へ提供し格
差を改善する。また、稼働状況から、特定の教員や教科、学年に偏った稼働の状態にある学校へは、市教委が
ＩＣＴ活用教育推進リーダーへ情報提供及び助言をする。

施策名 （３） ＩＣＴを活用した教育の推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

電子黒板が配置された学校の稼働率は向上傾向にあるが、特定の教職員の使用に留まっている。
資料を拡大提示すること等、特定の使用法に留まっている。タブレット併用型パソコンの効果的な活用ができ
ていない。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

平成３０年度　施策別評価

指標の説明 ＩＣＴを活用した授業を実施している教師の割合（学校における教育の情報化の実態等に関する調査〔文部科学省〕）

年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標年度（32年度）

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

小・中学校の児童生徒

・ＩＣＴを活用して必要な情報を効果的に提示することができる環境を整備し、児
童生徒の興味・関心を高め、理解を深める授業を推進することができている。
・ＩＣＴを活用して、学んだことを「まとめたり」「表現したり」する力を育成す
るとともに、情報モラル教育の充実を図り、情報を適切に活用する教育を実現す
る。

　電子黒板を活用した授業づくりを推進した。
　児童・生徒が電子黒板に直接触れる機会を増やし、考えを表現したり、発信したりすることの定着を図
った。
　機器の活用と併せて情報モラルについても指導して、情報を適切に扱うことへの理解を深めさせた。

電子黒板が配置された学校の稼働率は、1ヶ月(1台）当たり、小学校25.6時間、中学校
27.7時間とほぼすべての授業時間で活用された。
特定の教員の使用に留まっている。
資料を拡大提示すること等、特定の使用法に留まっている。

　　「大きく見せて考えさせる」ことを各校共通の目標とし、新規導入校では、まずは教職員が電子黒板を使
  ってみることに重点を置いた。
　　中学校にタブレットを導入し、パソコン教室以外で調べ学習を行ったり、電子黒板に写して説明させた
　り、体育の授業で動画を撮影して動きを協議したりして活用させた。
　　ＩＣＴ教育推進リーダーを各校に置き、授業におけるＩＣＴ機器の活用法を発信し、周知させた。
　　ＩＣＴ機器稼働率を毎月集計し、自校の活用状況を把握させ、具体的な取組に反映させた。
　　ＩＣＴ支援員をＩＣＴ機器導入校へ計画的に訪問させ、授業者の支援をした。

目標値（小） 60.6% 69.0% 70.0% 72.0% 70.0%

実績値 72.9% 72.6%

実績値 66.9% 64.4%
目標値（中） 60.6% 74.0% 76.0% 78.0% 65.0%
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

②　グローバル化に対応する国際交流活動の推進

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

　・8月にグローバルキャンプを実施し、市内の中学生と留学生が参加し、日常の中で英語を話したり、聞い
　たりする機会を設定し、実践的な力を高める予定であったが台風のため中止となった。
　・新規事業として台湾基隆市との交流事業を実施し、基隆市より４名の生徒を迎え、異なる文化の人た
　ちと触れ合い、教育・文化の交流を行った。

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

小・中学校の児童生徒
・市立幼稚園、各小・中学校にＡＬＴを配置し、英語による実践的コミュニケー
ション能力の育成や外国文化への理解を深める。

①　英語教育の充実
　・全市立幼・小・中学校にＡＬＴ（外国語指導助手）を配置し、担任等と連携し授業を実施した。
　・プログレス研修（外国語活動・英語科教育実践研修）を開催し、市町の挑戦支援加配校である廿日市小学
　校と阿品台西小学校による授業提案・実践報告を行ったり、ＡＬＴ（外国語指導助手）による演習を行った
　りして、教員の指導力強化を図った。また、文部科学省の直山調査官による講演も実施することで、平成３
　２年度新学習指導要領の完全実施に向け、国の動向等について理解を図った。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （４）国際教育の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

・小学校5・6年生英語科、3・4年生外国語活動の導入に向け、新教材の効果的な活用や年間指導計画の作成、
教員の指導力の向上、ＡＬＴ（外国語指導助手）との連携強化が求められている。
・グローバル化の進展に対応できる、より実践的な英語力やグローバルマインドを児童生徒に育成することが
必要となる。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

今
後
の
対
応

①・今年度も継続して廿日市小と阿品台西小に外国語活動担当加配教員を配置し、小学校5・6年生英語科、3・4年生外国語
　活動の導入に向け、小学校・外国語教育の指導内容・方法の改善・充実を図り、効果的な教材の開発や教育環境の充実を
　図る。合わせて、外国語パワーアップ事業の指定を受けている佐方小学校と連携し、プログレス研修を実施し、より実践
　的・理論的な研修を行う。
　・全市立幼・小・中学校へのＡＬＴ（外国語指導助手）配置が効果をあげていることから、今年も継続するとともに、担
　任等との連携を充実させ外国語活動・英語教育の更なる充実を図る。
②・グローバルキャンプや宮島中学校英語ボランティアガイドなど、国際交流活動の充実を図る。
　・台湾基隆市との交流事業等、子ども達が異なる文化の人達と触れ合う場を設定し、教育・文化の交流を行う。

学
識
経
験
者
の
意
見

○ＡＬＴ配置は効果があると思う。原因の分析を行い、課題解決に向けて
取り組んで欲しい。

外部評価

Ｂ

・学力調査は6月の実施であるため、平成29年度の実績は平成28年度の取組の結果である。
実績値は目標値を下回ったが、県平均との差が-1.3ポイントであり、概ね定着していると
捉えている。
・プログレス研修を年間３回実施し、理論面・実践面の両面から教員の指導力の向上にア
プローチすることができた。
・台湾基隆市との交流事業の実施により、英語を使って他国の人とコミュニケーションを
図ることの難しさ、楽しさを感じることが出来た。

90.0%

指標の説明 中学校英語実技調査の正答率（「基礎・基本」定着状況調査〔広島県〕）

年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標年度（32年度）

目標値

実績値

80.0%

78.2%

80.0%

74.3%

83.0% 86.0%
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

小学生の児童
　本市内の施設等を利用して自然体験活動を行うことにより、自然の豊かさを味
わわせるとともに、児童の自立心や主体性、コミュニケーション能力等を育む。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （５）自然体験学習の推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

児童の体験不足により、自立心や主体性、コミュニケーション能力等に課題がある。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

今
後
の
対
応

  校長会や事務連絡を通じて、市内施設の魅力を学校へ積極的に発信する。
  学校のニーズを集約し、市内施設へ電話や電子メールを用いて具体的に情報提供する。
  体験活動後の児童の変容をとらえ、取組の様子をホームページ等で保護者や地域に伝える。
  大規模校については、市内施設では収容人員に限りがあるため、別途工夫を行う必要がある。
  施設の魅力を校長会等で学校へ積極的に発信したり、学校のニーズを市内施設へ情報提供したりする機会を
増やす。
  平成30年度は、市内16小学校において、3泊4日の自然宿泊体験活動を実施する予定であり、さらなる教育効
果を生むために、４日間のプログラムの内容を工夫したり各教科との関連を図るなど、質の向上を目指す。

学
識
経
験
者
の
意
見

○継続して目標値を達成されるよう努力して欲しい。

外部評価

Ａ

実績値

30年度 31年度 目標年度（32年度）

4校 5校

　山・海・島体験学習プロジェクト(注9）として、市内5小学校が3泊4日の自然宿泊体験活動を行った。
　施設関係者と連携し、沢登りや川魚の調理など、市内の自然の豊かさを味わう取組の工夫が見られた。
　平成28年度に引き続き、平成29年度においても可能な範囲で市内施設を活用するよう校長会等を通じて働き
かけを行った。
　

　体験活動実施後のアンケートでは、89.3％の児童が、自然体験での自分の成長について
肯定的に回答している。
　市内施設の活用について、市教委で整理したことにより、学校が利用しやすい状況を作
ることができた。またこのような働きかけにより、市内施設の利用は4校から5校に増加し
た。

年度 28年度 29年度

目標値 5校 5校 5校 5校 5校

市内の施設を利用して、自然環境の中で集団宿泊学習を実践している校数指標の説明
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

1
2

4
5
6
7
8
9
10

11

12

13

14

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

成
果
と
課
題

内部評価

Ａ

指
標

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

市内小中学校全教職員
　教育現場を取り巻く今日的な課題や学校の実態に応じた質の高い研修会（プログ
レス研修(注11））を実施することで、教職員の資質・指導力の向上が図られ、信頼
される教職員が育成されている。

職
能
別

3
管理職研修 校長 4/11 8/9
管理職研修 教頭

平成３０年度　施策別評価

施策名 （６）教職員の指導力向上 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　次期学習指導要領の移行期となり、より一層資質・能力を育む「主体的・対話的で深い学び」の実現が求め
られている。併せて、「学びの変革」全県展開、本市で推進しているつながり支援プロジェクト（注10）のより一
層の充実のため、教職員の指導力向上が求められている。また、各主任の機能を向上させることや経験年数の
浅い教職員の育成も課題である。

取
組
内
容

平成２９年度プログレス研修
研修名 対象者 期日 備考

基
本

新規転入者研修 辞令交付式参加者 4/3
教職員夏季研修 教諭等 8/17

学
識
経
験
者
の
意
見

○研修内容を見直しするなど改善が図られている。
○臨時職員が研修等により安心して勤務できる体制を確保している。

外部評価

Ａ

今
後
の
対
応

　平成30年度は、①授業を変える②学級集団を変える③教職員を変えるに重点を置く。ＩＣＴ活用教育推進研
修を新設し、「分かりやすい授業」から「考えたことを表現させる授業」への発展をねらう。また、学級経営
研修を拡充することで、実践報告を研修に織り込むなどして、学級集団を変えていく即効性のある研修にして
いく。さらには、昨年度から実施した臨時的任用職員等研修を拡充し、教員としての職務遂行に必要な実践的
指導力を養い、学校全体の教科指導力及び生徒指導力の底上げをめざしていく。なお、可能な限り複数名で研
修に参加してもらい、各校で普及するための推進力が大きくなるように図る。

4/11 8/28 2/20

教務主任研修 教務主任 4/13 8/3 12/26

進路指導主事研修 進路指導主事 4/26 新規

学びの変革推進協議会（研究主任研修） 研究主任 6/29 8/3 1/30

学級経営研修 学年主任等 8/4
初任者研修 初任者 6/8 12/26

課
題
別

道徳教育推進研修 推進者等（＋1名） 5/29 10/18 1/30 拡充
外国語活動・英語科教育実践研修 外国語活動・英語科担当 5/17 9/28 2/19 拡充
総合的な学習の時間推進研修 各校1名以上 5/16 8/4

生徒指導主事研修 生徒指導主事 4/19 10/4 2/6

　新学習指導要領に対応するために拡充した「外国語活動・英語教育実践研修」では、２
回目に文部科学省直山調査官を招聘し、43名が参加し「これからの英語教育の在り方」に
ついて共通認識を持ち、新学習指導要領への移行に向けて実践意欲を高めることができ
た。教職員夏季研修では、昨年度に引き続き大阪医科大学LDセンター竹田契一顧問を招聘
し、203名が参加して発達障害についての理解を深める研修を行い、昨年度から継続した研
修を開催することができ、受講者の数も昨年度より2割程増加し、内容にも満足してもらえ
た。研修を受講することで、研修内容をすぐに各校の校内研修で実践できるプログラムに
したので、受講者の満足度は高かった。

特別支援教育推進研修 特別支援学級担任等 6/21 8/10
臨時的任用職員等研修 臨時的任用職員等 12/26 新規

　数値としての指標は設定していないが、今後も全国レベルの講師を招聘すること、毎年設定する重点（平成
29年度は、①新学習指導要領に対応②つなプロ・学びの変革の取組の徹底③マネジメントに重点を置いて）を
踏まえ、どの研修もこれらの重点を踏まえたものとする。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　道徳教育の充実

②　読書活動の充実

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

小94%　中94% 小94%　中94% 小95％　中95％

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

小・中学校の児童生徒

・道徳の時間が「特別の教科道徳」となることを踏まえ、児童生徒が自己を見つ
め、物事を多面的・多角的に考え、自己の生き方についての考えを深める。
・読書活動の充実を図ることにより、児童生徒の考える力を培い、豊かな感性や
情操を醸成し、幅広い知識が身についている。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （１）心の教育の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　文部科学省委託「道徳教育改善・充実」総合対策事業による実践指定校の取組が進んでいる一方で、他の小
中学校での実践がやや停滞している。
　小学校では児童一人当たりの学校図書館での貸出冊数が年々増加し、中学校では本を読むことが好きな生徒
が増加している一方で、1ヶ月に1冊も本を読まない児童生徒の割合（不読率）が減少しない。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

　津田小学校が文部科学省委託事業「道徳教育改善・充実」総合対策事業を受け、実践研究に取り組ん
だ。小中学校の道徳教育推進教師対象のプログレス研修（道徳教育推進研修）を実施した。

 「廿日市市子どもの読書活動推進計画（第二次）に基づいた取組を行った。
・各校において読書活動推進員や図書委員会を中心として、「子ども読書の日」に関する取組や各校に
おいて実態に応じた取組を実施した。
・読書活動推進員の研修を2回実施し、協議・演習等を行った。
・児童に対しては、「子ども司書」養成講座を実施し、読書活動を推進するリーダーの育成を行った。
・廿日市おすすめの本「２０１冊」を作成し、各小・中学校に配付した。

指
標

30年度

今
後
の
対
応

①　プログレス研修（道徳教育推進協議会）を年間2回実施し、「特別の教科道徳」が始まった小学校では評
　価の実践交流、中学校では平成３１年度の全面実施に向けて採択された教科書の内容について発信する。
　また、小学校での教科書を使った研究授業を行い、指導法の改善を図る。
②　中学生の不読率上昇は中学生の多忙化や、読書に関心がない生徒の固定化によるものと推測する。短時間
　でも読める本、好きな時に好きな所から読める本、取りつきやすい本など多様な本を紹介していく。本年度
　も読書活動推進員の研修を年間2回行い、読書活動推進員の資質向上を図ることで学校図書館教育の充実を図
　る。また、「子ども司書」養成講座を継続し、児童自らが読書の大切さを発信していけるようにする。

学
識
経
験
者
の
意
見

○月に一冊も読まない中学生に対してどのように対応できるか検討して欲
しい。

外部評価

Ｂ

実績値

小3.0% 中9.0% 小2.0% 中4.0% 小0％　中0％
小7.3% 中18.5% 小7.7％ 中23.4％

指標の説明
目標値

1ヶ月に１冊も本を読まない児童生徒の割合（※「基礎・基本」定着状況調査〔広島県〕）

①　津田小学校が文部科学省委託事業「道徳教育改善・充実」総合対策事業を受け、国や県の進め
　る「道徳科」の趣旨を踏まえた実践に移している。小学校では平成30年度実施に向けて別葉を作
　成した。
②　読書推進員が研修の成果を生かし、各校特色のある「子ども読書」に関する取組が実施され、
　読書に対する意欲を引き出すことができた。また、廿日市おすすめの本「201冊」を配布すること
　で、本を読むきっかけを提供することができた。さらに、17名の児童が「子ども司書」養成講座を
　受講し、学校や市民図書館において読書活動の充実に向けた取組を行うことができた。しかし小・
　中学校ともに不読率の目標値に達することができなかった。

指標の説明 学校や社会のルールを守っている児童生徒の割合（※「基礎・基本」定着状況調査〔広島県〕）
目標値

実績値

29年度28年度

小92%　中93% 小93%　中94%
小92.9% 中93.9% 小94.3% 中94.7%

小5.0% 中19.0% 小4.0% 中14.0%

年度 31年度 目標年度（32年度）
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
（1）いじめの問題への対応

①廿日市市いじめ問題対策連絡協議会、廿日市市いじめ防止対策委員会の設置
・廿日市市いじめ問題対策連絡協議会･･･年2回開催　　廿日市市いじめ防止対策委員会･･･年3回開催
②学校環境適応感尺度（アセス）(注12）の実施
・市内全小･中学校で年間2回実施及び、研修講師の派遣の実施。
③学校に対する支援体制の充実

（2）つながり支援プロジェクトの推進
・児童生徒同士がかかわり合い、自己有用感を高める活動の推奨。
・優れた実践事例の周知

 (3)教育相談体制の充実

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

小・中学校の児童生徒
　全ての児童生徒が、いじめや不登校などの不安を抱かず、生き生きと学校生活を
送ることができる学校体制づくりを支援する。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （２）子どもが安心して通える学校づくりの推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　平成29年度のいじめの認知件数の1,000人あたりの割合は、全国・県平均よりも高い。しかし、依然認知件数が
0件の学校があり、発生しているいじめを認知できていない可能性がある。平成29年度の不登校の発生率は全国・
県（平成28年度）よりも高い。約3割の児童生徒が「自分のよさを周りの人から認められていない」と回答してい
る。（平成29年度調査より）

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

30年度 31年度 目標年度（32年度）

小72%　中72% 小73%　中74% 小75％　中75％

今
後
の
対
応

・いじめの認知件数が0件の学校に対しては、認知方法等を聴き取る等正確な認知が行われているか確認していく。
・不登校児童生徒の減少に向けて、つながり支援プロジェクトを始めとする未然防止の取組を重点的に行っていく。
・つながり支援プロジェクトの効果的な実践事例を広く周知したり、校内研修等の機会を捉えてつながり支援プロジェクトに
ついて指導・助言を行うことで、児童生徒が自己有用感を高める。
・アンケートの実施方法や実施後の教育相談等のあり方を検証することで、より児童生徒の小さなサインを見つけることがで
きる教育相談体制を充実していく。
・いじめが解消された後も継続して経過を見守る必要性を様々な場面で伝えていく。
・より積極的にスクールソーシャルワーカー等を通して福祉分野との連携を図る。

県平均以下 県平均以下 小0.45％　中2.50％

学
識
経
験
者
の
意
見

○よく取り組まれている。継続して取組を推進して欲しい。

外部評価

Ｂ

実績値 小0.64%　中4.03% 小0.65%　中3.74%

年度 28年度 29年度
指標の説明 自分の良さは、まわりの人から認められていると回答した児童生徒の割合（「基礎・基本」定着状況調査）

目標値 小70%　中70% 小70%　中72%
実績値 小68.8%　中71.4% 小70.4%　中69.5%

・心の教室相談員や生徒指導アシスタントを配置したり、スクールカウンセラー(注13）、スクールソーシャル
ワーカー(注14）等を必要に応じて学校に派遣している。

・心の教室相談員や生徒指導アシスタントを配置したり、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カー等を必要に応じて学校に派遣するなど、教育相談体制の充実を図った。

・市内全小・中学校でいじめアンケートを年3回実施し、実施後に必要に応じて教育相談を実施した。また、ア
ンケートを卒業後3年間保管する。

・学校は、いじめを認知した時には個人で対応するのではなく、組織的に判断し対応してい
るケースが増え、組織的に対応する学校体制ができつつある。

・学校がいじめや不登校等へ対応する際に、スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカー等専門家に依頼するケースが増えてきている。そのことに伴い、様々な相談窓口を
設ける等教育相談体制が充実してきている。

指標の説明 不登校児童生徒の割合（児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査〔文部科学省〕）
目標値 県平均以下 県平均以下

・児童生徒がよりよい方向に進んでいくために専門家がどのように学校・各機関と関わり、
つながっているのか視覚的にわかるリーフレットを作成し、活用する側の理解をさらに深め
る。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

幼・小・中学校の幼児児童
生徒

・特別な配慮が必要な子どもについては、関係課や関係機関が連携しながら心身の
発達状況を的確に把握し、子ども達一人ひとりがニーズに応じた適切な教育的支援
を受けている。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （３）子育てサポート体制の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　発達障害をはじめとした、特別な支援が必要な子ども達に対して、一人ひとりの自立に向けた支援が必要と
なっている。そのために、各園・校に配置されている特別支援教育コーディネーター(注15）の育成、通級指導
担当者の専門性の向上、専門性の高い人材の派遣、教職員や子ども達を支援する人材の配置が必要となる。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ａ

指
標

今
後
の
対
応

　平成３０年度は、年間２回の研修において、子ども達の実態を把握し、特性に応じた指導をするための力量を高めるこ
と、幼保小中が連携して子どもをみていくこと、ユニバーサルデザイン化された指導に重点を置く。また、教職員夏季研修
会では、昨年度と同じ講師を招聘し、より実践的な内容について講演していただく。
　特別支援教育士については、今後より充実が求められる通級指導教室の指導や特別支援学級の指導に重点を置き、教職員
や保護者のニーズに応える。通級指導教室担当者会を年間５回実施し、指導者の資質向上と通級指導教室の理解啓発を行
う。
　学校の状況に応じ、特別支援教育支援員を配置し、担任と緊密に連携を取りながら障がいのある児童生徒の個別支援を充
実させる。

学
識
経
験
者
の
意
見

○きめ細やかな対応ができている。継続して取組を推進して欲しい。

外部評価

Ａ

１人ひとりの自立に向けた特別支援教育の充実
　ア　研修内容の充実
　　　特別支援教育推進研修は年間２回実施した。１回目は、特別支援教育コーディネーターを対象とした研修会を実施
　　し、教育課程の編成や校内委員会の進め方などの研修を行った。２回目は、県立教育センター指導主事を講師として
　　招聘し、幼児児童生徒の実態把握や具体的な指導支援の在り方を学んだ。この研修では、市内保育園保育士や幼稚園
　　教諭の参加を呼びかけ、他園校種との実践交流の場を持った。また、全教職員の３割程度が参加する教職員夏季研修
　　会では、大阪医科大学LDセンター竹田契一顧問を招聘し、特別な配慮が必要な子ども達について研修した。

　イ　特別支援教育士（注16）の配置
　　　２名の特別支援教育士が各学校での巡回相談を行い、障がいのある幼児児童生徒への支援に対する助言、教職員及
　　び保護者への教育相談等を実施した。
　　　平成28年度　配置時間：週当たり28時間　学校巡回相談の実施回数：小学校214回　中学校46回
　　　平成29年度　配置時間：週当たり28時間　学校巡回相談の実施回数：小学校315回　中学校58回
　
　ウ　特別支援教育支援員（注17）の配置
　　　学校の状況に応じ、市内小・中学校に特別支援教育支援員を配置し、障がいのある児童生徒の個別支援を行った。
　　　平成28年度　配置校数（人数）　小学校16校（57人）　中学校10校（18人）
　　　平成29年度　配置校数（人数）　小学校16校（60人）　中学校 9校（22人）

　年間２回の研修と多数の教職員が参加する夏季研修会を行ったことで、特別支援教育へ
の関心が高まり、共通理解を図ることができた。また、専門性を有する特別支援教育士の
派遣により、教職員や保護者のニーズに応えるとともに、平良小学校通級指導教室の新設
に向けて指導助言を行うことで、スムーズに開設することができた。さらに、特別支援教
育支援員を学校に配置することにより、障がいのある児童生徒の個別支援を行うことがで
きた。

指標の説明 支援員のサポートによる教職員の満足度（教職員対象アンケート）

年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標年度（32年度）

目標値 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%

実績値 90.5% 93.8%
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
児童・生徒会活動の活性化
【生徒会サミットの実施】

①　生徒会担当者連絡会の実施（平成29年5月27日）　
・各中学校の担当者を集め、今年度の生徒会サミットのコンセプト等について説明した。

②　生徒会サミット開催（平成29年8月29日）
・会　場･･･　廿日市市商工保健会館
・参加者･･･　各中学校生徒会代表30名
・協力者･･･　廿日市市ＰＴＡ連合会、広島修道大学
・内容　①グループ別実践交流　②意見交換　③グループ協議　④全体協議

③　取組結果

・様々な学校の取組や生徒会に対する考えを交流したことで、考えが深まった生徒が多くいた。

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

　
５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

・誰もが安心できる学校をつくるために何ができるか、日々の学校生活の中から意見を出し合い、議題
を深めることができた。

・６つのグループから行動目標を発表し、各学校で取組を広げていくことを確認した。最後に代表が
「行動宣言」を発表することで参加者のいじめ撲滅に対する決意を新たにすることができた。

－ 100%

目標値 80% 80% 85% 90% 95%

実績値

・他の学校と取組を交流したり、年間を通じていじめ防止のための活動ビジョンを意識し
て活動したりすることで、生徒会活動の活性化につながった。

・身の回りにあるいじめをテーマに話し合い、活動ビジョンとなるキーワードを自由に考
え決定することで、自主的・主体的な態度を育むきっかけとなった。

・生徒会サミットで決定したことを小学校へどのように伝え、どのように日常化・行動化
につなげていくかが課題である。

年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標年度（32年度）

指標の説明

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

小・中学校の児童生徒
・今日的な課題をテーマとした協議を通して、市内の児童・生徒会活動の活性化を
図るとともに、身の回りの問題を自らの手で解決しようとする生徒の自主的・実践
的な態度が育まれている。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （４）児童生徒の自主的な活動の推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

・生徒会サミットを開催し、各校の生徒会活動の取組や協議をすることを通して、主体的な生徒会活動を目指
してきた。しかし、サミットは年1回の開催で、その後の活動は学校での活動が中心であり、主体的な活動が実
践されたかについては十分把握できていない。また、中学校が中心の活動のため、小学校の児童会活動まで広
がっていない。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

学級や学校、地域をよくするために何をするべきかを考えたことがある生徒の割合(参加者）
※教育振興基本計画において設定していた全国学力学習状況調査の指標がなくなったため、生徒会サミットでのアンケートを使用する。

学
識
経
験
者
の
意
見

○具体的な行動に繋がっており、大変よく推進されている。継続して取組
を推進して欲しい。

外部評価

Ａ

今
後
の
対
応

・昨年度の生徒会サミット後の取組を振り返り、その成果・課題をもとに今年度の取組を考えさせていく。
・生徒会サミットで話し合われた内容を各中学校区で小中連携する。（新聞・小中合同の行事等）
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　外部指導者の活用

②　文化活動・スポーツ活動の促進
文化活動やスポーツを通じた青少年育成を行うため、優秀な成績を収めたものに対して
「はつかいち文化・スポーツ市長賞」を贈呈した。

廿日市市スポーツ協会にジュニアリーダー養成事業を委託し、地域のリーダーを育成する

とともに、リーダー相互の交流と親睦を深めた。

参加者　18名（小学4年生～6年生）

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

①外部指導者の活用

②文化活動・スポーツ活動の促進

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

①外部指導者の活用

②文化・スポーツ活動の促進

　

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

団体競技（団体） 個人競技（人）
8 61

実績値 67人 69人
60人 60人 60人 60人

31年度

60人

年度

目標値 1回 1回 1回 1回

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ａはつかいち文化・スポーツ市長賞の贈呈やスポーツ協会と連携してジュニアリー
ダー養成講座が実施できた。

各中学校の外部指導者配置状況を調査した。
運動部、文化部ともに外部指導者を活用し、専門的な指導にあたっている。

指標の説明 ジュニアリーダー養成講座実施回数
28年度 29年度 30年度

指
標 指標の説明 はつかいち文化・スポーツ市長賞受賞者人数

目標値

今
後
の
対
応

平成30年度以降の部活動指導員制度を見据え、学校のニーズに応じた人材や方法を提供するため、ス
ポーツ協会等関係機関と連携を図る。

・はつかいち文化・スポーツ市長賞贈呈を継続的に実施し、青少年の健全育成に努める。
・スポーツ協会と連携しジュニアリーダー養成講座受講者数を増加できるよう工夫する。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （５）文化・スポーツを通じた青少年の健全育成 担当課名 学校教育課・生涯学習課

現
状
課
題

・文化、スポーツ共に活動を行う機会の提供
・地域のリーダーを育成人数の増加
・平成30年度以降の部活動指導員制度を見据え、学校のニーズに応じた方法を模索する必要がある。

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

青少年 ・文化活動・スポーツ活動を通して青少年の健全育成を図る。

部活動における指導力の向上や指導体制の充実を図る。
市内総ての中学校の31部活動において外部指導員を導入中。

学
識
経
験
者
の
意
見

外部評価

Ｂ

○部活動指導員について調査結果に基づいて関係機関との連携を深め、学
校のニーズに応えて欲しい。
○ジュニアリーダー養成講座への参加者を増やすよう工夫して欲しい。

実績値 1回
1回

目標年度（32年度）

1回

23



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
2

3

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　学校支援地域本部の設置及び活動推進

②　放課後子供教室(注18）の推進

③　佐伯高等学校の魅力化

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

①②・地域ぐるみで学校を支援する体制づくりを推進することによって、教員や地域の大
　　人が子どもと向き合う時間が増えたり、地域住民が自らの学習成果を生かす場が広が
　　っている。平成29年度から全小学校区で本部の支援を開始した。未設置の中学校区で
　　は複数の小学校区間での調整が必要である。また、平成31年度から地域学校協働本部
　　への移行を予定しているため、平成30年度中に体制を整備することが課題である。
③・他市や他県から生徒を受け入れるための支援、通学費の補助を行い、その周知を図る
　ことが入学者の増加につながった。学校と行政、地域が連携して佐伯高等学校の魅力化
　に取り組むことができた。

実績値

平成３０年度　施策別評価

施策名 （１）地域による学校支援 担当課名 生涯学習課・教育総務課

現
状
課
題

・地域ボランティアの活動により支えられている事業であり、行政と地域の役割分担の整理が必要。
・中山間地域にある佐伯高等学校は、広島県の方針により一定規模（８０人以上）の生徒が確保されなければ廃
校の可能性がある。佐伯高等学校の魅力をさらに高めていく必要がある。

取
組
内
容

　既に活動を行っている５つの放課後子供教室へ協力、助言を行った。また、地御前小学校において新規に
設置することができた。

基 本 目 標 ２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

施 策 の 柱 家庭・地域と学校が協働して創造性豊かな子どもを育てる教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

・小・中学校児童生徒
・佐伯高等学校生徒
・地域住民

・学校、家庭、地域が一体となって子どもを育てる環境が整っている。
・佐伯高等学校の教育活動や部活動等の魅力化支援をとおして、学校の維持存続を
図り、地域における教育環境の確保及び充実を目指す。

　既存の15本部に対して継続的に協力、助言を行うとともに、新規の学校支援地域本部を設置するため、学
校及び地域と協議を重ね、廿日市小学校と宮島小中学校に本部を設置することが出来た。また、学校支援地
域本部が未設置の中学校区では、設置のための体制整備を行った。

　平成27年度に佐伯高等学校活性化支援事業補助金を創設し、平成29年度も引き続き下宿費の補助や、地域
に根ざした教育活動である｢さえき学｣の支援（授業補助）等を行った。
　平成29年度に佐伯高等学校通学費補助金を創設し、佐伯高等学校の振興と通学する生徒に係る経済的負担
の軽減を図るため、バス等を利用して通学する生徒の保護者に対し、通学費の一部を補助した。
　佐伯高等学校の強みである少人数指導や個別指導の更なる充実や地域資源を活用した教育活動、国際交流
を推進するために地域支援員等を配置した。

年度

80人 80人 80人以上
佐伯高等学校の生徒数

80人 80人
82人 80人

成
果
と
課
題

内部評価

Ａ

指
標

30年度 31年度

17 17 17本部

今
後
の
対
応

①　地域の教育力が様々な場面において発揮できるよう、学校のニーズに合わせた支援活動を学校区(地域)で
　十分協議する。また、中学校区での支援開始と、円滑な地域学校協働本部への移行を目指して調整を行う。
②　地域の未来を担う人づくり、持続可能な地域づくりとして取組みを進めるため、市全体で支援をし、更に
　魅力を高めていく。

学
識
経
験
者
の
意
見

○よく取り組んでいる。
○さらなる魅力づくりの取組を推進して欲しい。

外部評価

Ａ

指標の説明
目標値

目標年度（32年度）28年度 29年度
指標の説明 小学校区における学校支援地域本部の設置数
目標値 16 17
実績値 15 17
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
2

3

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　未来を担う子ども・若者の育成支援

②　家庭教育支援の充実

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

施 策 の 柱 家庭・地域と学校が協働して創造性豊かな子どもを育てる教育の推進

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

家庭教育支援に関わる人 家庭・学校・地域が連携し、青少年を健全に育成する環境をつくる。

平成３０年度　施策別評価

基 本 目 標 ２

施策名 （２）家庭・地域との連携による青少年の健全育成 担当課名 生涯学習課

現
状
課
題

各機関で開催される講座やイベントへ参加できない、支援の必要な家庭に対して、どのように支援を取り組む
かが今後の課題である。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

　学校、地域、行政が連携し、家庭の教育力の向上を図ることが重要であるが、現時点ではそのような「家庭
教育力の充実度の上昇」を示すような指標がない。

今
後
の
対
応

①青少年育成団体と連携し、引き続き子ども・若者支援活動を推進する。

②関係施設へチラシ配布等により親プロの周知を行う。また、新たな人材の育成のためのファシリテーター養
成講座の実施を検討する。

指
標

・「親の力」をまなびあう学習プログラム(親プロ)を活用した講座を８回開催した。また、同プログラムを
進めるファシリテーターのスキルアップのため、県主催で3回開催された、ファシリテーターのステップアッ
プ研修に登録ファシリテーターの参加を進めた。
・青少年健全育成新聞「しゃぼん玉」を、年3回発行で廿日市市全ての小中学校の児童生徒へ配布するととも
に、必要な相談窓口等の掲載も行った。

・広報啓発活動（啓発チラシ配付、FMはつかいち、青少年健全育成新聞、のぼり旗設置）にて全市的に啓発
活動を実施した。
・書店、コンビニエンスストア、がん具刃物類取扱店、ビデオ取扱店、ゲームセンター等への立入調査を毎
年定期的に開催している。また、青少年健全育成団体による夏休みの安全パトロール（廿日市地域各中学校
区ごと）、あいさつ運動、白ポスト回収等を定期的に実施した。
・成人式やダンスイベント等において、青少年が運営に関われる場を提供したり、ステージ出演や来場者と
しての参加も出来る場を提供した。

①・青少年育成団体の活動を支援するとともに連携を深め、広報啓発活動や立入調査等を
　実施することが出来た。
　・成人式の運営をとおして、成人・これから成人となる人による実行委員会を進めるな
　かで、廿日市市ＰＴＡ連合会、青少年団体や学校等地域と協働し、青少年を支える仕組
　みを継続している。
②　青少年育成団体との連携により、各機関で開催されている講座やイベントに参加でき
　ない、支援の必要な人々に対して相談窓口の情報を届ける機会を設けた。

学
識
経
験
者
の
意
見

○ファシリテーターが活躍する場を検討して欲しい。
○ファシリテーター、ＰＴＡ、各種団体と連携をして欲しい。

外部評価

Ｂ
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
2

4

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　市民センターにおけるまちづくり事業の推進
・地域福祉に関する職員研修を実施し、まちづくりと地域福祉について学習した。
・地域づくりにかかわるテーマ（防災・福祉・次世代育成・空き家等）について、実践プログラム研修を
　7回実施した。研修で作成した地域づくりにかかわるテーマの主催事業を実施した（2事業）。

②　市民センターの整備

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①　市民センターにおけるまちづくり事業の推進
　
国

②　市民センターの整備

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

基 本 目 標 ２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

施 策 の 柱 まちづくり活動に誰もが参画しやすい環境づくり

目
的

【対象】誰の（何の）ために

内部評価

目標年度（32年度）

目標値 50% 55%

実績値 17%

取
組
内
容

年度 28年度

成
果
と
課
題

指
標

30年度 31年度

23%
21%

・全市民センター主催事業における課題解決事業の割合は増加している。

き事業を企画・立案する職員のスキルアップのための研修を実施する。

平成３０年度　施策別評価

指標の説明 市民センターの空調、エレベーター、トイレ洋式化整備の実施割合

29年度
指標の説明 全主催事業における課題解決事業の割合

目標値 15% 19% 27% 30%

【平成３２年度までに目指す姿・意図】

市民、住民自治組織、各種
団体

・地域住民がいつでも集い、学びあう場をつくるとともに、学習した成果を地域の
課題解決につなげていく取組みができている。
・市民センターが、より地域に密着し、生涯学習・まちづくりの拠点施設としての
機能を効果的に発揮している。

施策名 （１）協働によるまちづくりの推進 担当課名 地域政策課

現
状
課
題

・学習成果が地域の課題解決につながる主催事業の数が少ない。地域課題の把握と事業の企画立案をするため
の研修が不足している。
・生涯学習・まちづくりの拠点となる新たな市民センターの整備やエレベーター設置によるバリアフリー化、
トイレの洋式化、老朽化した空調設備の更新を計画的に実施する。

　・地域拠点施設（旧宮島支所跡地）整備工事等（基本・実施設計、斜面安定工事、隣家解体保存等）
　・大野東市民センター新築工事
　・阿品台市民センターエレベーター設置等工事（エレベーター設置、トイレの洋式化）
　・原市民センター空調設備改修工事
　・玖島市民センター空調設備改修工事実施設計・改修工事
　・浅原市民センター空調実施設計

・地域の課題解決をテーマにした職員研修を実施した。実施する事業の質を高めるため、引き続

　阿品台市民センターのエレベーター設置によるバリアフリー化、トイレ洋式化、大野東市民セ
ンター新築工事、地域拠点施設（旧宮島支所跡地）整備工事等、空調設備改修を実施した。

Ｂ

60% 65% 70%
55%

①　市民センターにおけるまちづくり事業の推進
　　地域課題を意識するよう報告書の様式を変更するとともに、地域課題を把握するための研修を実施する。
　　地域課題を共有する他課等との連携事業を増やすことにより、地域の課題解決につなげる。
②　市民センターの整備
　　引き続き、エレベーター設置によるバリアフリー化、トイレの洋式化、老朽化した空調設備の改修等を
　実施するとともに、地域からの要望に応じ市民活動スペースの設置を検討する。
　　平成30年度に長寿命化計画を策定し、計画的に施設の改修・バリアフリー等を進めていく。

今
後
の
対
応

実績値 48%

学
識
経
験
者
の
意
見

○継続して取組を推進して欲しい。

外部評価

Ａ

26



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
2

4

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　学習機会の充実

②　図書館活動の充実

③　家庭・地域における食育の推進

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①　公開講座等により多様な学習機会の提供を図ることができた。

③　関係団体との連携により、学校給食における地元食材の活用に寄与した。また、生涯

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

実績値

年度

目標値

目標年度（32年度）

45,000冊

基 本 目 標 ２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

施 策 の 柱 まちづくり活動に誰もが参画しやすい環境づくり

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

市民
少子高齢化、男女共同参画、人権、平和、地域防災や再チャレンジ等に取り組み、
多様なライフスタイルに応じた学びを支える環境整備、学習機会の提供ができてい
る。

　県教委が主催する「ひろしま給食100万食プロジェクト」に参画し、本市では、地元の食材を活用した「廿日
市市統一メニュー」を作成し、総食数5万食を目標に実施した。各家庭に対して「廿日市市『ひろしま給食』だ
より」を配布し、児童生徒に対して「食べたよ！作ったよ！カード」を配布した。また、新たに廿日市市生涯
学習フェスティバルでの試食及びレシピ配布により啓発を行った。

・生涯学習情報を、市広報をはじめ市内各所へのチラシや冊子の配布、関係会議での告知･案内、毎週FMはつか
いちでの放送により発信した。また、大学連携講座を3大学と企画し9講座（タイトル数）実施し、のべ770人余
り参加があった。はつかいち平和の祭典実行委員会事業（はつかいち平和コンサートの実施）の窓口となり、
来場者が1,000名となり、昨年に比べ、来場者が100人増えた。生涯学習フェスティバルにおいてミニステージ
出演者が前年より2団体増え、学習成果の発表の場を提供することが出来た。

・「子どもと本の講座」（3回参加者43人）の実施からボランティアが新たに2人加わった。また、開館20周年
記念事業として小風さちさんによる講演会やかるた大会等（16回参加者415人）実施し、幼児から大人まで読書
活動推進を行った。ブックスタート事業や読み聞かせ等でボランティアが活躍している。

団体（学校・保育園等）への貸出冊数

28年度

40,000冊

37,367冊

29年度

42,000冊

平成３０年度　施策別評価

施策名 （２）生涯にわたる学びの推進 担当課名 学校教育課・生涯学習課・はつかいち市民図書館

現
状
課
題

・多様な学びに応えられる学習機会を提供する。
・児童に対する読書推進活動が充実している。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

35,462冊

30年度

43,000冊

31年度

44,000冊

指標の説明

②　児童サービスに加えて、年度末には新たには妊婦対象の読書啓発を健康推進課と共催で
　行った。また、館内掲示等で地域が抱えるさまざまな課題を各課と共催することにより資
　料の提供を行った。団体貸出冊数は、はつかいちでは増加しているが、大野、さいきでは
　減少している。廃校に伴う団体の減少や調べ物学習がインターネット検索に移行している
　ためなどが原因として考えられる。

今
後
の
対
応

①　講座等の内容については、大学・各種団体と協議しながら企画し開催していく。
②　引き続き館内掲示や事業を実施する際に、子育て世代から高齢者までが廿日市市で住むのに役立つ情報や関
　心のある情報を盛り込み、読書推進を図る。団体貸出のＰＲを市内の保育園、学校、市民センターに向けて強
　化し、読書推進の裾野を広げる。
③  目標５万食を引き続き達成するため、食育啓発冊子の発行やイベント等で推進を図る。

　学習フェスティバルでの試食等を新たに試みたことにより、総食数は昨年度から約
　4,500食増加し、本市目標５万食に対して５万7,905食となった。

・小中学校に対しては図書館オリエンテーション事業(２校)、昔話出前派遣事業(14校19回）、ブックトークボ
ランティア(注19）派遣事業(６校)を実施。保育園に対しては移動図書館車巡回による団体貸出（10園）及び出前
おはなし会(６園)、保育園団体貸出セット(４園）を実施した。

学
識
経
験
者
の
意
見

○継続して取組を推進して欲しい。

外部評価

Ｂ
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
3

5

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　「ふるさと廿日市」への愛着と誇りの育成

②　ふるさとを愛する心をつなぐ学習環境づくり

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

実績値 100%

基 本 目 標 ３ 受け継がれてきた歴史や文化の継承とふるさとに愛着と誇りをもつ心の育成

施 策 の 柱 魅力ある郷土の歴史や文化の学習と次世代への継承

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

児童生徒・市民

・授業で活用できる資料を作成し、子ども達が魅力ある郷土の歴史や文化をはじ
め、先人の努力や知恵を学ぶことができるようにする。
・ふるさとへの愛着と誇りが市民の中で広がり根付くよう、多彩な地域の資源を守
る活動や郷土の歴史や文化、産業について学ぶ機会を充実させる。

①　「ふるさと学習発表会」を開催することで、廿日市市内の学校の取組を広く保護者・
　市民に広報することができた。全小・中学校で地域教材を活用した授業が実施された。
　　小学校において、地域の行事に参加している児童の割合が目標値を5％近く下回った。
②　全20館のうち全ての市民センターにおいて、郷土の歴史や文化、産業について学ぶ主
　催事業を実施し、地域の大人が講師をつとめる子ども向けの事業も実施した。
　　事業を実施するだけでなく、効果の高い事業を実施するため、職員の研修を充実して
　いく必要がある。

・「ふるさと廿日市」への愛着と誇りを育むことを目的に、各校の実態に応じて郷土を素材とした取組を
　行っている。
・「ふるさと学習発表会」を開催し、今後の取組の方向性を市内全校に示した。

・市内の小学校１校、中学校２校が総合的な学習の時間にシティプロモーション室と連携した授業を実施し
た。授業の構想段階における支援や児童生徒への支援等行い、２月には「ふるさと学習発表会」を開催し
た。
・市民センターにおいて、ふるさとへの愛着と誇りを育てる主催事業を実施した。
（歴史ウォーキング・しだ籠づくり・獅子頭づくり、盆踊りの練習、注連縄教室など）（開催回数：257回、
参加延人数：7066人）（平成28年度　開催回数：115回、参加延人数：2374人）
・ロビー展などでふるさとへの愛着と誇りを育てる展示を実施した。
・地域の歴史や伝統文化を学ぶ自主グループ活動を支援した。

年度 28年度 29年度
指標の説明

目標値

目標年度（32年度）

平成３０年度　施策別評価

施策名 （１）ふるさと学習の推進 担当課名 学校教育課・地域政策課

現
状
課
題

　社会が激しく変化する中で、次世代を担う子ども達が、「ふるさと廿日市」に愛着と誇りを育む必要があ
る。各小・中学校では、総合的な学習の時間や社会科等を活用し、郷土の歴史や文化、先人の努力や知恵を学
んでいる。しかし、ふるさとへの愛着と誇りがより広がり、根付くためには、ふるさとの魅力について発見し
たり、再認識したりできる体験的な活動や探究的な学習を充実させる必要がある。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

30年度

─

31年度
地域教材を活用した授業実施率

85% 90% 95% 100%

小6 73% 中3 50% 小6 74% 中3 50% 小6 75% 中3 50%
今住んでいる地域の行事に参加している児童生徒の割合（全国学力・学習状況調査〔文部科学省〕）

─ 小6 72% 中3 50%
小6 70.3% 中3 49.2% 小6 67.3% 中3 49.2%

今
後
の
対
応

①　総合的な学習の時間では、シティプロモーション室との連携をさらに進め、充実させる。また、魅力ある
　郷土の歴史や文化をはじめ、先人の努力や知恵を学ぶことができるよう、各小・中学校において、講師を招
　聘する。取り組んだことについて、「ふるさと学習発表会」において、保護者や地域に発信したり、地域行
　事などでも学んだことを発信したりする。また、各校の学習の成果を「『ふるさと学習』実践事例集」とし
　てまとめ、市内全小・中学校で共有できるようにする。
②　引き続き、市教委として郷土愛を育む「ふるさと学習」を推進することを市民センター全体で共有し、郷
　土の歴史や文化、産業について学ぶ主催事業のプログラムを企画していく。学習の進め方として世代間交流
　の視点を加え、市民センターの職員研修で事業の質を高めるための研修を実施する。

学
識
経
験
者
の
意
見

○ふるさと学習について発表の仕方を工夫すれば、さらに地域の協力を得
ることができる。

外部評価

Ｂ

指標の説明
目標値
実績値

28



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
3

5

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　文化財や民俗芸能の保存・継承
嚴島神社等文化財の保存修理や、神楽等地域の伝統芸能を継承する活動を支援した。

②　歴史民俗資料館の整備及び活用促進
・郷土の歴史や文化に係る資料保存及び情報発信の拠点である歴史民俗資料館について、活用を推進する 
ため、展示紹介の強化や出前講座等の実施に取り組んだ。
・更に、現状や地域事情等を踏まえ、今後の施設の在り方や再編整備の方針について検討した。

③　宮島地域の歴史的町並みの保存

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

①　文化財や民俗芸能の保存・継承

②　活用促進の取組みにより、入館者数の維持が図られている。
施設の在り方や再編整備の方針について、コンセンサスを得て具体化して行く。

③

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①　文化財や民俗芸能の保存・継承

支援内容の精査を行い、文化財保護・活動維持を図れるよう適正な支援を行う。

②　歴史民俗資料館の整備及び活用促進

活用促進の取組みによる、入館者数の増加。

施設の在り方や再編整備の方針について、関係課・関係団体と調整を行い計画の作成・整備の具体化を行う。

③　宮島地域の歴史的町並みの保存

伝統的建造物保存の同意取得を進め、町並み保存に取組む団体とともに市民の意識啓発を行う。

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

実績値 17,853人 17,064人

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

　嚴島神社等文化財の保存修理や、神楽等地域の伝統芸能を継承する活動への支援に
より、特に民俗芸能団体活動者の維持が図られている。

年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標年度（32年度）

　歴史的な町並み保全に対する市民の意識がまだ希薄であるため、更なる意識醸成に
向けた取り組みが必要。伝統的建造物保存の同意率は少しずつ増えている。

・嚴島神社門前町（宮島地域）としての歴史的町並みを保存・復元・継承するため、伝統的建造物群保存
地区制度(注20）導入に向けて、歴史的町並み保全の意識啓発を図る市民講座の開催や、伝統的建造物の保
存に対する管理者の同意取得等を行った。

基 本 目 標 ３ 受け継がれてきた歴史や文化の継承とふるさとに愛着と誇りをもつ心の育成

施 策 の 柱 魅力ある郷土の歴史や文化の学習と次世代への継承

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

・市民及び不特定多数の関心
のある人々や次世代の人々
・市民の共有財産である文化
財の価値を長く維持し、将来
へ継承する。

・受け継がれてきた貴重な文化財を守り、次世代に継承する。
・文化財や郷土の歴史を学ぶ機会が提供されている。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （２）文化財の保存・継承 担当課名 生涯学習課

現
状
課
題

・嚴島神社などの貴重な文化財の保存。また、郷土の民俗芸能を保存・継承している団体などへの支援。
・歴史民俗資料館等は、収蔵品等を保存・活用するためのスペースが十分ではなく、施設も老朽化しており、
整備の検討が必要。
・貴重な文化財である宮島地域の歴史的町並みを保全するために、町並み保全に対する市民意識の醸成が必
要。

指
標

194人 194人 194人194人

指標の説明 歴史民俗資料館等の年間入館数
目標値 17,853人 17,853人 17,853人 17,853人 17,853人

取
組
内
容

指標の説明 地域の歴史と文化を継承していくための活動を行っている人数（民俗芸能団体で活動する人数）

実績値 194人 194人
194人目標値

学
識
経
験
者
の
意
見

○よく取り組まれている。さらなる工夫をして欲しい。

外部評価

Ｂ

今
後
の
対
応

29



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

6

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　学校施設の整備

②　学校安全の推進

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①

②

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
① ・

・

・

・
・

② ・関係機関でより良い対応方法を検討していく。

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

・大野東中学校トイレ大規模改造工事及び阿品台東小学校、宮園小学校、四季が丘小学校のトイレ洋便器
化改修の設計を行った。

・普通教室等の空調設備設置について、関係部局とも協議し、設置計画や手法等について検討した。

・宮島小中一貫校の屋内運動場改築事業により、新屋内運動場が完成し供用を開始した。

阿品台中学校の校舎の大規模改造工事（平成32年度完了予定）について順次実施していく。

便器の洋便器化について、大規模改造工事との整合を図りながらコスト縮減をし、平成32年度までに全小
中学校の便器の洋便器化率70％以上となるよう整備する。

普通教室等の空調整備についてＤＢＯ方式により、平成31年度までに完了させる。
今後、屋内運動場の非構造部材及び土砂災害に対する校舎等の構造検証を行う外、耐雪基準の見直しに対
する校舎等の構造検証を行う。

老朽校舎等の計画的改修整備について、効果的な手法を研究する他、学校施設個別施設計画を平成30年度
に策定する。

・宮内小学校トイレ大規模改造工事が完了した。
・大野東中学校トイレ大規模改造工事及び阿品台東小学校、宮園小学校、四季が丘小学
校のトイレ洋便器化改修の設計について完了した。

・普通教室等の空調整備について、ＤＢＯ方式(注21）で進めることとし、平成３１年
度までに完了する計画とした。

・老朽校舎の計画的な整備及び長寿命化対策も急がれる。これまでの施設整備計画の見
直しを行い第６次総合計画と整合させ、学校施設個別施設計画を策定する必要がある。

小・中学校大規模改修（長寿命化）実施率

年度 28年度 29年度
目標値 － 27.7% 28.4% 29.1% 59.2%

・通学路の安全対策については今後も関係機関と連携して合同点検や対策の実施等を行
い、児童生徒が安全に通学できるように通学路の安全確保を図っていく必要がある。

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 学校教育環境の充実

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

老朽校舎等の改修、生活環境の変化に対応した学校環境の改善

現
状
課
題

目
的 児童生徒 児童生徒が、安全で快適な教育環境の中で学校生活を送ることができている。

・生徒が安心して快適な学校生活を送れるよう老朽化校舎等の計画的改修整備として、阿品台中学校校舎
及び屋内運動場の大規模改造工事実施設計業務を平成28年度から引き続き行った。また、屋内運動場につ
いては大規模改造工事を行った。

・学校の衛生環境改善のため、宮内小学校トイレ大規模改造工事を行った。

・廿日市市子どもの安全対策推進本部
　児童生徒の登下校時の安全対策を総合的・積極的に推進し、全庁あげて施策の展開を図るため、「通学
路整備部会」を開催した。　通学路整備部会　　7月27日（木）
・廿日市市通学路安全推進会議
　通学路の安全確保に向けた取組として、関係機関が一同に会する会議を実施し、合同点検、対策の検討
等を行った。
　　第１回　廿日市市通学路安全推進会議　9月25日(月)
　　第２回　廿日市市通学路安全推進会議　3月9日(金)
　　合同点検　10月18日（水）　3箇所

・阿品台中学校校舎及び屋内運動場の大規模改造工事実施設計業務が完了し、屋内
運動場の改築工事が完了した。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （１）安全な教育環境の確保 担当課名 教育総務課・生涯学習課

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

30年度 31年度 目標年度（32年度）

26.4% 27.7%

指標の説明

今
後
の
対
応

実績値

学
識
経
験
者
の
意
見

○継続して取組を推進して欲しい。

外部評価

Ｂ

30



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

6

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

②　小中一貫教育ネットワーク会議の開催

③　校務の効率化を図るＩＣＴ機器の整備

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

　小中学校の教員が、互いの学校の教育を理解するために異校種に乗り入れるようにし、異校種に乗り入れ
る日には、市費非常勤講師を配置して児童・生徒の学習環境を保障した。
　中学校区ごとに、小中合同研修会や合同公開研究会を実施するために、県内外から有識者を講師として招
聘した。また、中学校区の特色を生かした取組（小小合同行事・小中合同行事・成果物の作成等）を実施し
た。２月に今年度の小中一貫教育を振り返り、次年度に生かすために「小中一貫教育連絡協議会」を開催し
た。

　毎年県内で開催されている小中一貫教育ネットワーク会議を今年度は大野学園を会場として行った。参加
市町の担当者から小中一貫の取組の情報交換を行い、大野学園の小中一貫教育の視察を行った。

①　小中一貫教育の推進においては、全ての中学校区において小中合同研修会を実施した
　り、多くの中学校区で合同公開研究会を開催したりするなど、小中一貫教育における連
　携体制はできて当たり前となってきた。今後は、義務教育９年間でめざす児童生徒像を
　明確にし、そのために必要な「資質・能力」を明らかにして、更なる充実をはかる必要
　がある。
②　校務の効率化を図るＩＣＴ機器の整備では、校務支援システムも導入４年目となり、
　最低限実現したい校務の効率化は実行できた。今後は、システムの発展的な活用のため
　の研修等が必要である。

①　９年間の学びをつなぐ小中一貫教育の推進

実績値 87.9% 90.0%

指標の説明 小中一貫教育を推進することは、学力向上において効果があると回答した教職員の割合

年度 28年度 29年度

目標値 87.0% 87.4% 87.6% 87.8% 88.0%

　校務の効率化を図り、教職員が児童生徒と向き合う時間を確保するため、校務支援システムや統合サーバ
の活用を行った。

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 学校教育環境の充実

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

児童生徒
　義務教育９年間を見通した教育活動を通して、児童生徒の発達段階に応じた一
貫性のある指導を行うとともに、教職員の連携や児童生徒の交流を深めることに
よって、学力の向上を図り、社会性・人間性豊かな児童生徒を育成する。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （２）教育体制の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　教職員の意識調査の中で、小中一貫教育の推進が「学力向上において効果がある」、「小中合同研修会は指
導力向上に役立つ」といった設問で、数値が伸びていない傾向がある。学力を向上させるための小中連携や合
同研修会になるように見直す必要がある。また、校務の効率化を実現するための、ＩＣＴ機器の活用方法につ
いて各校へ普及する必要がある。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

30年度 31年度 目標年度（32年度）

今
後
の
対
応

①　小中一貫教育連絡協議会の内容を見直し、小中一貫教育における新たな取組が練られる協議にしていく。
　　市教委主催のプログレス研修（教務主任研修、生徒指導主事研修、研究主任研修等）において、中学校区
　での協議・演習を意識的に取り入れ、９年間を意識した学びの連続性を創り上げていく。
②　廿日市市外から転入した教職員を中心に、中学校区の相互乗り入れに積極的に参加させる。
③　校務支援システムの活用が円滑に進むように、各学期ごとのアンケートやサポートデスクから報告される
　対応記録を分析し、学校のニーズに応じた支援がタイムリーに行えるようにしていく。

学
識
経
験
者
の
意
見

○小中一貫教育についてはよく取り組んでいる。さらなる充実のため、連
携の仕方について工夫して欲しい。

外部評価

Ｂ

31



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

6

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

○　学校給食施設の充実
・大野学校給食センター整備運営事業（DBO方式-設計建設運営一括発注方式）の推進
　 実施設計（4月～5月）

擁壁工事（8月～9月）
建築工事（10月～3月）
関係者協議会開催（4月～3月）
配送車用ポスター募集・選定・表彰・作製（5月～3月）
アレルギー対応マニュアル作成（4月～3月）
設置条例の一部改正（3月議会）

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

指標の説明 各地域における学校給食施設のセンター化

年度 28年度 29年度

目標値 ３地域 ３地域 ４地域 ４地域 ４地域

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 学校教育環境の充実

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

各小中学校の児童・生徒

・学校給食施設の老朽化等の課題を解消し、安全で安心な学校給食を将来にわたっ
て安定的に提供するため、施設の再編整備を進める。
・各地域の学校給食センターを食育推進の拠点施設として位置づけ、必要な施設整
備を行う。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （３）学校給食施設の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　衛生管理基準に基づいた安全で安心な学校給食施設を整備するため、老朽化した施設のドライシステム化を
図る必要がある。廿日市学校給食センターに一極集中している供給体制を見直し、リスクの分散化と安定した
供給体制を整える必要がある。食物アレルギーへの対応や食育の拠点施設の整備を図るため、各地域毎にセン
ター化を推進する必要がある。

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ａ

指
標

30年度 31年度 目標年度（32年度）

今
後
の
対
応

　大野学校給食センター整備運営事業については、平成30年９月の供用開始に向けて引き続き事業を進める。
また、開業に向け運営マニュアルの整備、物資納入業者登録等を進める。大野東小学校においては、配膳室と
コンテナ用エレベーター等の整備を行う。また、第2次廿日市市食育推進計画に基づき、大野学校給食センター
を食育の拠点として、食育推進施策を展開し、その成果を他地域に普及させる。

実績値 ３地域

　大野東小学校給食調理場の老朽化と衛生管理上の問題点（ウエットシステム）(注22）、
廿日市学校給食センターの一極集中に対する課題解決を図り給食センターのセンター化を
推進するため、大野学校給食センター整備運営事業を予定通り進めた。平成３０年９月か
ら、廿日市学校給食センターの高い稼働率によるリスクを分散する。また、開業に向け
「学校給食における食物アレルギーの対応方針」を策定した。今後は食育推進のための施
策の具体化が求められる。

学
識
経
験
者
の
意
見

○災害の観点からも学校給食施設のリスクが分散される。

外部評価

Ａ

３地域
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

7

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　文化芸術活動の充実

②　文化施設の整備と利用の促進
　はつかいち文化ホール内の舞台機構設備改修を行った。

　はつかいち文化ホールさくらぴあ、美術ギャラリー、さいき文化ホールにおいて主催事業を実施する

ことによって、市民に文化に触れる機会を提供したほか、施設を貸し出すことにより、市民に文化活動
の場を提供した。

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
① 文化芸術活動の充実

移動文化教室事業については、各小中学校と調整し、確実に事業実施が出来ている。
② 文化施設の整備と利用の促進

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

　移動文化教室事業
市内の小中学校を対象に毎年２校を移動文化教室事業実施
校に選定し、子どもたちへの芸術等への接触機会を提供

634人

　こころの劇場開催
劇団四季が実施する「こころの劇場」を誘致・開催
対象：小学６年生

区分 内容 来場者数

　廿日市市美術展の開催 廿日市市美術協会へ委託し、市民への芸術発表の機会を提供 2,214人

1,041人

実績値 1,699人 1,766人

年度 28年度 29年度
指標の説明 文化芸術団体の登録者数

目標値 1,780人 1,800人

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 世界にはばたく人材の育成（社会教育環境の充実）

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】

子どもから高齢者まで、全
ての市民

市民の文化芸術活動の充実を図ることにより、市民が主体的に芸術文化活動を展開
し、市民参画の活動が一層広がる。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （１）人生を豊かにする文化芸術活動の推進 担当課名 生涯学習課

現
状
課
題

・文化芸術団体の支援適正化
・文化施設の老朽化に伴う施設改修等の計画的な実施

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ｂ

指
標

30年度 31年度 目標年度（32年度）

1,825人 1,850人 1,900人

文化ホールの来場者数（はつかいち文化ホール、さいき文化ホール）

168,000人 180,000人
178,633人 180,277人

180,000人 180,000人 180,000人目標値
実績値

　平成28年度より廿日市市美術展を生涯学習フェスティバルの日程と合わせて開催
することで、2,000人を越える来場者数を維持している。

　毎年、少しずつ施設改修に取り組んでいる。今後も修繕計画に沿って確実に改修を
実施する。市民が文化に触れる機会や文化活動をする場を提供できた。

今
後
の
対
応

　①各文化芸術団体と連携し、引き続き文化芸術活動を推進する。
　
　②はつかいち文化ホール以外の文化施設の修繕計画をたて、計画的に施設改修を行う。
　　引き続き文化ホール等において主催事業を実施し、市民が文化に触れる機会を提供するとともに、
　　貸館により市民に文化活動の場を提供する。

学
識
経
験
者
の
意
見

○継続して取組を推進して欲しい。

外部評価

Ｂ

指標の説明
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

7

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　平成２９年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　スポーツに親しむ環境づくり

派遣件数　62　件
・体育施設の改修を計画的に実施した。　 真空式ボイラー配管漏水対策工事　ほか

②　トップアスリートとの交流
・トップアスリートふれあい事業（空手）

　　　平成３０年２月１１日（日）　９：００～１７：００
・小学生１０人　中学生７６人　高校生４２人　　　　合計１２８人

・トップアスリートふれあい事業～広島カープＯＢ会による少年少女野球教室～
平成３０年３月２１日（水・祝）９：１５～１２：４０

・小学１～３年生５８人　４年生１５人　５年生１６人　６年生１５人　　　合計１０４人

③　トップアスリートへの支援

④　国際的イベントの開催支援

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①　

②

③

④

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①　スポーツに親しむ環境づくり

②④トップアスリートとの交流

③　トップアスリートへの支援

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

　市民の生涯スポーツを推進するため、老朽化した体育施設の改修を実施した。今後も継続的に施設改修を行い、スポー
ツ活動ができる場所の確保に努める。

　トップアスリートを招致し、継続的に交流事業を実施する。国際的イベントも含め、市民がトップアスリートに触れ合
う機会の拡充に努める。

　市内から輩出されるトップアスリートを支援できるよう報奨金を継続実施する。

外部評価

※成人の週1回以上の運動・スポーツを行う人の割合については、スポーツ推進計画の中間報告時にアンケートを実施して進捗管理する。

55%目標値 51% 52% 53% 54%

今
後
の
対
応

実績値 ― 35.20%

指
標

指標の説明 報奨金贈呈件数

実績値 545,423人 581,683人
指標の説明 成人の週１回以上の運動・スポーツを行う人の割合（※）

取
組
内
容

成
果
と
課
題

内部評価

Ａ

市民の生涯スポーツを支援することによって、子どもから大人までスポーツに親し
んでいる。

　スポーツ推進計画策定に向けたアンケート調査により成人の週１回以上の運動する人
の割合を把握することができたが、運動する人の割合向上に努める必要性を感じた。

　トップアスリートの体験談を聞くことで児童・生徒の意欲向上を図り、競技スポーツ
への関心を高めることができた。

　昨年度と比較して２０件以上の申請件数が増え、市民への制度の認知度が上昇してい
ると実感した。

　メキシコナショナルチームの受入が決定し、受入準備を進める中でオリンピックの機
運醸成に取り組むことで、市民のスポーツに対する関心を高めることができた。
年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標年度（32年度）

・市民の生涯スポーツ活動を支援するため、スポーツ推進委員を派遣した。

　国民体育大会等の全国大会や、オリンピック等の国際大会に出場した個人団体に対して報奨金を交付した。

全国大会 国際大会
件数 71 1

・２０２０年東京オリンピック事前合宿のホストタウンとして、メキシコオリンピック競技団の役員視
察対応及び機運醸成に取り組んだ。

平成３０年度　施策別評価

施策名 （２）豊かな心・健やかな体を育むスポーツ活動の推進 担当課名 生涯学習課

現
状
課
題

・市民の生涯スポーツを支援しているスポーツ振興団体などへの支援。
・社会体育施設の老朽化に伴う修繕や整備を実施し、スポーツに親しむ環境づくりを行う必要がある。
・トップアスリートに対する支援制度を拡充し、トップアスリートの輩出を推進する必要がある。

目標値 510,000人 520,000人 540,000人

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 世界にはばたく人材の育成（社会教育環境の充実）

【対象】誰の（何の）ために 【平成３２年度までに目指す姿・意図】
目
的

子どもから高齢者まで、全
ての市民

目標値 50件 50件 50件 50件

学
識
経
験
者
の
意
見

○実績値の把握について別の調査方法を検討して欲しい。
Ｂ

550,000人
主要体育施設の利用者数（サンチェリー、佐伯総合スポーツ公園、大野体育館）

530,000人
指標の説明

50件
実績値 50件 72件

指標の説明 トップアスリートふれあい事業参加人数
目標値 200人 200人 200人 200人 200人
実績値 700人 232人
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(参考）

【施策別評価指標一覧】

施策名 取組 指標 Ｈ29実績値 目標値（Ｈ32） 内部評価 外部評価

60％以上正答した児童生徒の割合
（全国学力・学習状況調査Ｂ問題）小学校

国語55.8％
算数34.8％

66%

60％以上正答した児童生徒の割合
（全国学力・学習状況調査Ｂ問題）中学校

国語79.6％
算数36.1％

66%

ひろしま給食100万食プロジェクトでの目標5万食に対す
る合計食数の割合（単位％）

115.8% 100%

運動やスポーツを週に3日以上実施している児童の割合
（小学五年生）(児童生徒の体力・運動能力調査（広島
県）)

52.7% 50%

ICTを活用した授業を実施している教師の割合（小学校）
(学校における教育の情報化の実態等に関する調査)

64.4% 70%

ICTを活用した授業を実施している教師の割合（中学校）
(学校における教育の情報化の実態等に関する調査)

72.6% 65%

4 国際教育の充実 中学校英語実技調査の正答率（「基礎・基本」定着状況
調査〔広島県〕）

74.3% 90% Ｂ Ｂ

5 自然体験学習の推進 市内の施設を利用して、自然環境の中で集団宿泊学習
を実践している校数

５校 ５校 Ｂ Ａ

6 教職員の指導力の向上 Ａ Ａ

学校や社会のルールを守っている児童生徒の割合（「基
礎・基本」定着状況調査〔広島県〕）

小94.3%
中94.7%

小95%
中95%

１ヵ月に１冊も本を読まない児童生徒の割合（「基礎・基
本」定着状況調査〔広島県〕）

小7.7%
中23.4%

小0%
中0%

自分の良さは、まわりの人から認められていると回答し
た児童生徒の割合（「基礎・基本」定着状況調査）

小70.4%
中69.5%

小75%
中75%

不登校児童生徒の割合（児童生徒の問題行動等生徒指
導上の諸問題に関する調査〔文部科学省〕）

小0.65%
中3.74%

小0.45%
中2.50%

3 子育てサポート体制の充実 支援員のサポートによる教職員の満足度（教職員対象ア
ンケート）

93.8% 90% Ａ Ａ

4 児童生徒の自主的な活動の推進 学級や学校、地域をよくするために何をするべきかを考
えたことがある生徒の割合(参加者）

100% 95% Ｂ Ａ

ジュニアリーダー養成講座実施回数 1回 1回

はつかいち文化・スポーツ市長賞受賞者人数 69人 60人

小学校区における学校支援地域本部の設置
数

17本部 17本部

佐伯高等学校の生徒数 80人 80人以上

2 家庭・地域との連携による青少年の健全育成 Ｂ Ｂ

全主催事業における課題解決事業の割合 21% 30%

市民センターの空調、エレベーター、トイレ洋
式化整備の実施割合

55% 70%

2 生涯にわたる学びの推進
図書館における団体（学校・保育園等）への貸出冊
数

35,462冊 45,000冊 Ｂ Ｂ

地域教材を活用した授業実施率 100% 100%

今住んでいる地域の行事に参加している児童生徒の割
合（全国学力・学習状況調査〔文部科学省〕）

小6　67.3%
中3　49.2%

小6　75%
中3　50%

地域の歴史と文化を継承していくための活動を行ってい
る人数（民俗芸能団体で活動する人数）

194人 194人

歴史民俗資料館等の年間入館数 17,064人 17,853人

1 安全な教育環境の確保 小・中学校大規模改修（長寿命化）実施率 27.7% 59.2% Ｂ Ｂ

2 教育体制の充実 小中一貫教育を推進することは、学力向上において効果
があると回答した教職員の割合

90.0% 88.0% Ｂ Ｂ

3 学校給食施設の充実 各地域における学校給食施設のセンター化 ３地域 ４地域 Ａ Ａ

文化芸術団体の登録者数 1,766人 1,900人

文化ホールの来場者数（はつかいち文化ホール、さいき
文化ホール）

180,277人 180,000人

トップアスリートふれあい事業参加人数 232人 200人

報奨金贈呈件数 72件 50件

主要体育施設の利用者数（サンチェリー、佐伯総合ス
ポーツ公園、大野体育館）

581,683人 550,000人

成人の週１回以上の運動・スポーツを行う人の割合 35.20% 55%

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い 内部評価 Ａ：6、Ｂ：16
外部評価 Ａ：8、Ｂ：13、Ｃ：1

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

学校教育環境の充実

世界にはばたく人材の育
成（社会教育環境の充実）

1 確かな学力を育む教育の推進 Ｃ

2 健やかな体の育成 Ａ

3 ICTを活用した教育の推進

社会のニーズに応じた教
育の推進

子ども達の状況に応じた
教育や心の教育の推進

家庭・地域と学校が協働し
て創造性豊かな子どもを
育てる教育の推進

まちづくり活動に誰もが参
画しやすい環境づくり

魅力ある郷土の歴史や文
化の学習と次世代への継
承

Ｂ

Ｂ

数値としての指標は設定していない。

1 心の教育の充実 Ｂ

2 子どもが安心して通える学校づくりの推進 Ｂ

Ａ1 地域による学校支援

5 文化・スポーツを通じた青少年の健全育成 ＢＡ

Ａ

数値としての指標は設定していない。

1 協働によるまちづくりの推進 Ａ

1 ふるさと学習の推進

Ｂ

Ｂ

2 豊かな心・健やかな体を育むスポーツ活動の推進 Ｂ

Ｂ

2 文化財の保存・継承

1 人生を豊かにする文化芸術活動の推進

ＢＢ

Ｂ

Ａ
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用語解説（本文中に（注）印をつけた用語の解説) 

 

１ 【ＰＤＣＡサイクル】 

ＰＬＡＮ（企画立案）、ＤＯ（実施）、ＣＨＥＣＫ（点検・評価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）を

順次行い、次のＰＤＣＡサイクルにつなげ、継続的な改善をしていく。 

 

２ 【専決処分】 

地方自治法により、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかで

ある場合などに地方公共団体の長がその議決すべき事件を処分することができ、その場合、次

の会議において議会に報告し、その承認を求めなければならないとされている。 

 

３ 【ＩＣＴ】 

Information and Communication Technology の略で、コンピュータや情報通信ネットワー

クなどの情報コミュニケーション技術 

 

４ 【総合教育会議】 

  平成 27 年 4 月の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により、平成 27 年

（2015）4 月から、各都道府県・市町村に設置された、地方公共団体の長と教育委員会という

対等な執行機関同士の協議・調整の場である。 

 

５ 【「学びの変革」パイロット校事業】 

主体的な学びを促進するため、各教科及び総合的な学習の時間において、「課題発見・解決

学習」の指導内容・方法等に係る研究開発を行い、その成果を検証、普及することにより、児

童生徒の学力の向上を図る目的の事業。 

 

６ 【全国学力・学習状況調査Ａ問題】 

   主として「知識」に関する問題で、身に付けておかなければ後の学年等の学習内容に影響を

及ぼす内容となっている。 

 

７ 【全国学力・学習状況調査Ｂ問題】 

  主として「活用」に関する問題で、知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力などに

かかわる内容となっている。 

 

８ 【ひろしま給食 100万食プロジェクト】 

学校給食を活用した「おいしく食べる」「学校で食べる」「みんなで食べる」の３つをキーワ

ードにし、民間企業・関係団体と連携して県民が一体となって取り組んでいくプロジェクト。

県民みんなで広島ならではの給食メニューを食べることにより、「食」に関する理解や意識を

高めることを目的としている。 
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９ 【山・海・島体験学習プロジェクト】 

  小学校５年生で行う広島県独自の事業で、日常とは異なる環境の生活を体験し、児童の自立

心や主体性などを育てるとともに、体験先の地域の方々や学校との交流を通して、コミュニケ

ーション能力など、人間関係を形成する力を育てるために行う３泊４日の長期集団宿泊活動。 

 

10 【つながり支援プロジェクト】 

  児童生徒のかかわりあいを意図的に設定し、お互いを認め合える集団づくりを進め、自己有

用感を高めることによって、いじめ等の問題行動の未然防止を図るとともに、学ぶ意欲を高め

る取組。市内全小・中学校で実施している。 

 

11 【プログレス研修】 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 45 条等の規定により、教職員の資質向上を図

るため、平成 17年度から市主催で実施している研修 

 

12 【学校環境適応感尺度（アセス）】 

  児童生徒が学校環境に適応していると感じているかどうか（学校適応感）を測るアンケート

であり、「生活満足感」「教師サポート」「友人サポート」「向社会的スキル」「非侵害的関係」「学

習的適応」の６項目、計３４個の質問から構成されている。 

 

13 【スクールカウンセラー】 

児童生徒の生活上の問題や悩みの相談に応じるとともに、教職員や保護者に対して指導・ 

助言を行う専門的知識を有する者 

 

14 【スクールソーシャルワーカー】 

子どもの家庭環境等の課題に対応するため、児童相談所や福祉関係者と連携したり、教員を

支援したりする専門的知識を有する者 

 

15 【特別支援教育コーディネーター】 

特別支援教育に関して、学校内の関係者や福祉・医療等の関係機関との連携・調整及び保護

者の相談窓口を担うために校内で指名された教員 

 

16 【特別支援教育士】 

ＬＤ（学習障がい）・ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症等について児童生

徒の状況を把握し、どのような援助活動を行うかなどの指導に関し、専門的知識を有する者 

 

17 【特別支援教育支援員】 

小・中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒や通常学級に在籍する発達障がい（ＬＤ（学

習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症等のある児童生徒の学習・生

活支援、身体に障がいを持つ児童生徒の介助を行っている市の非常勤職員 
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18 【放課後子供教室】 

地域の大人の協力を得て、学校等を活用し、緊急かつ計画的に子ども達の活動拠点（居場所）

を確保し、放課後や週末等における様々な体験活動や地域住民との交流活動等を支援する活動 

 

19 【ブックトークボランティア】 

  特定のテーマに沿って何冊かの本を組み合わせて紹介する読書啓発を、本に関する知識を豊

富に持つボランティアが行うこと。 

 

20 【伝統的建造物群保存地区制度】 

  伝統的な町並みや集落の景観を文化財として保存し、次世代に伝えていく制度。 

保存地区では、町並み保存の基本的な考え方や保存地区の範囲、保存のために必要な建物の改

修や新築などを行う際のルール、保存を推進するための支援制度（補助金の交付や税の優遇措

置など）などを定めた保存計画を作成し、その運用を行う。 

 

21 【ＤＢＯ方式】 

市が資金調達を行い、事業者が設計業務、施工業務、工事監理業務を行った後、事業期間中

における維持管理業務を行う方式。民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律（平成 11年法律第 117号）「ＰＦＩ法」に準じて実施するもの。 

 

22 【ウエットシステム】 

水や食品を調理場の床面に流し調理及び洗浄作業を行う方式。ウエットシステムの調理場で

は、室内湿度が高くなることから細菌が繁殖しやすく、床からの跳ね水による二次汚染により

食中毒の発生要因が多くなる。 


